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１．法人の概要 

 （１）基本情報 

法人の名称 ：学校法人 恵泉女学園 

主たる事務所：学園本部 〒156-8520 東京都世田谷区船橋５－８－１ 

TEL 03-3303-2111（代）  FAX 03-3303-2323  https://keisenjogakuen.jp/ 

恵泉女学園中学・高等学校 〒156-8520 東京都世田谷区船橋５－８－１ 

TEL 03-3303-2115（代）  FAX 03-3303-9644  https://www.keisen.jp/ 

恵泉女学園大学・大学院 〒206-8586 東京都多摩市南野２－１０－１ 

TEL 042-376-8211（代）  FAX 042-376-8218～9  https://www.keisen.jp/ 

 

 （２）建学の精神 

   恵泉女学園は１９２９年河井道によって創立された。学園の教育理念は、第１にキリスト教精神に基づいて

自立した女性を育てること、第２に平和への使命を自覚し平和をつくり出す女性を育てること、第３に自然を

愛し育み、美しい文化環境を創造する女性を育てることにあった。これらは、中学・高等学校、大学において

「聖書」「国際」「園芸」を柱とする教育に継承され、確立されている。 

 

 （３）学校法人の沿革 

１９２９年３月 恵泉女学園新設認可 

１９３４年４月 普通部の上に２年制の高等部（文科・家事科）を開設 

１９３４年９月 財団法人設立認可 

１９４３年４月 高等部に園芸科を増設 

１９４５年３月 恵泉女子農芸専門学校設置認可 

１９４７年３月 恵泉女子農芸専門学校の名称を恵泉女学園専門学校と変更し､農芸科・英文科設置 

１９４７年４月 中学校発足 

１９４８年４月 高等学校発足 

１９５０年４月 短期大学（英文科、園芸科）開学 

１９５１年３月 学校法人認可 

１９５４年４月 恵泉園芸センター開設 

１９６５年１１月 短期大学園芸生活科、伊勢原へ移転 

１９８６年１０月 短期大学英文学科、多摩に移転 

１９８８年４月  恵泉女学園大学人文学部（日本文化学科、英米文化学科）開学 

１９９７年４月  大学平和文化研究所開所 

１９９８年４月  大学人文学部国際社会文化学科開設 

１９９９年３月  短期大学英文学科廃止 

１９９９年４月  中学・高等学校の６年一貫教育を開始 

２００１年４月  大学人文学部人間環境学科及び大学院人文学研究科設置 

       短期大学の名称を園芸短期大学に変更 

２００３年４月 大学園芸文化研究所開所 

２００５年３月  園芸短期大学廃止 

２００５年４月 大学２学部５学科に再編 

          人 文 学 部：日本語日本文化学科、英語コミュニケーション学科、文化学科 

           人間社会学部：国際社会学科、人間環境学科 

２００７年２月 大学キリスト教文化研究所開所 

２００７年４月 大学院人間社会学研究科設置 
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２００９年４月 大学院人間社会学研究科の科名を平和学研究科に変更 

２０１０年３月 蓼科ガーデンを教育部門に移管 

２０１１年４月 中高一貫教育校（併設型）認可 

２０１２年５月 大学人文学部文化学科の歴史文化学科への名称変更申請 

２０１２年６月 大学人間社会学部社会園芸学科の設置届出 

２０１３年４月 大学人文学部文化学科、歴史文化学科へ名称変更 

              大学人間社会学部社会園芸学科設置 

２０１３年 5 月 大学人間社会学部人間環境学科の現代社会学科への名称変更申請 

２０１４年 4 月 大学人間社会学部人間環境学科、現代社会学科へ名称変更 

２０１４年１１月 恵泉女学園花と平和のミュージアム開館 

２０１５年 2 月 大学人文学部歴史文化学科、人間社会学部現代社会学科の 2017 年度からの 

              募集停止を文部科学省に報告 

２０１６年１２月 大学人文学部歴史文化学科、人間社会学部現代社会学科の募集停止に伴う収容定 

              員関係学則変更を文部科学省に届出 

２０１８年１２月 恵泉園芸センターのフラワーショップ、フラワースクール事業終了 

 

（４）設置する学校・学部・学科等 

 

設置する学校 開校年月 学部・学科等 摘 要 

恵泉女学園大学 
１９８８年４月 

２００５年４月 

人 文 学 部 

人間社会学部 

2017 年 4 月 

2 学部 4 学科に再編 

恵泉女学園大学大学院 
２００１年４月 

２００７年４月 

人文学研究科 

平和学研究科 

２００９年４月人間社会

学研究科から科名変更 

恵泉女学園高等学校 １９４８年４月 全日制（普通科） 
２０１１年４月 

中高一貫教育校 

（併設型） 恵泉女学園中学校 １９４７年４月  
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（５）学校・学部・学科等の学生生徒数の状況 

                                             □ 2,259 名（2020 年５月１日現在） 

学校名等 
入 学 

定 員 

2020 年度 

入学者数 

編入学 

収容定員 

収 容 

定 員 

現員数 

恵泉女学園 

大   学 

大学院 

人文学研究科 5 2  10 3 

平和学研究科 7 5  14 11 

研究科計 12 7  24 14 

人文学部 

日本語日本文化学科 60 70 6 246 216 

英語コミュニケーション学科 70 65 8 288 251 

歴史文化学科 - - - - 6 

学科計 130 135 14 534 473 

人間社会 

学   部 

国際社会学科 90 87 6 366 344 

現代社会学科 - - - - 4 

社会園芸学科 70 81 8 288 233 

学科計 160 168 14 654 581 

学部系 290 303 28 1,188 1,054 

大学計 302 310 28 1,212 1,068 

恵泉女学園高等学校 180 201  540 566 

恵泉女学園中学校 180 201  540 625 

中高計 360 402  1,080 1,191 

学園計 662 712 34 2,292 2,259 

 

（６）収容定員充足率 

（2020 年 5 月 1 日現在） 

学校名 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

恵泉女学園大学・大学院 73.8％ 62.9％ 61.9％ 72.9％ 88.1％ 

恵泉女学園高等学校 105.0％ 107.4％ 107.2％ 108.1％ 104.8％ 

恵泉女学園中学校 113.7％ 111.7％ 113.0％ 117.6％ 115.7％ 
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（７）役員の概要 

     □ 定員数  理事 16 名、監事 2 名                 (2020 年５月 31 日現在) 

区 分 氏  名 

業務執行・

非業務執行

/常勤・非常

勤の別 

概  要 

理事長 宗雪雅幸 
業務執行 

非常勤 

2008 年 5 月理事就任 

2009 年 7 月理事長就任 

理事 中山洋司 
業務執行 

常勤 
2016 年 4 月理事就任（学園長） 

理事 大日向雅美 
業務執行 

常勤 
2016 年 4 月理事就任（大学長） 

理事 本山早苗 
業務執行 

常勤 

2012 年 4 月～2020 年 3 月理事在任 

2020 年 4 月理事就任（中高校長） 

理事 宇田川篤 
業務執行 

常勤 
2019 年 4 月理事就任（事務局長） 

理事 岩村太郎 
非業務執行 

常勤 
2017 年 5 月理事就任（大学副学長） 

理事 松井信行 
非業務執行 

常勤 
2020 年 4 月理事就任（中高副校長） 

理事 中村俟子 
非業務執行 

非常勤 

2006 年 5 月～2012 年 5 月理事在任 

2012 年 5 月理事就任 

理事 塚本康子 
非業務執行 

非常勤 
2018 年 5 月理事就任 

理事 那須恵子 
非業務執行 

非常勤 
2013 年 7 月理事就任 

理事 一色輝生 
非業務執行 

非常勤 
2017 年 7 月理事就任 

理事 棟方直比古 
非業務執行 

非常勤 
2019 年 10 月理事就任 

理事 広田叔弘 
非業務執行 

非常勤 
2017 年 7 月理事就任 

理事 樋野興夫 
非業務執行 

非常勤 
2009 年 7 月理事就任 

理事 廣瀬 薫 
非業務執行 

非常勤 
2013 年 7 月理事就任 

理事 羽貝正美 
非業務執行 

非常勤 
2015 年 4 月理事就任 

監事 井堀 哲 非常勤 2013 年 7 月監事就任 

監事 高島正雄 非常勤 2006 年 5 月監事就任 

限度額 3 億円の役員賠償責任保険契約を締結している 

  



5 

 

 （８）評議員の概要                                 

□定員数 38 名  

現員数 37 名 （１名兼任） 

                                     （2020 年５月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

  

氏 名 
（就任年月） 

主な現職等  氏 名 主な現職等 

中山洋司 
（2013 年 7 月） 

学園長  
中村俟子 
（2006 年 5 月） 

理事 

大日向雅美 
（2016 年 4 月） 

大学長  
那須恵子 
（2009 年 7 月） 

理事 

本山早苗 
（2009 年 5 月） 

中学高等学校長  
塚本康子 
（2018 年 5 月） 

理事 

宇田川篤 
（2014 年 4 月） 

事務局長  
金井伊津子 
（2013 年 7 月） 

 

岩村太郎 
（2017 年 4 月） 

大学教授・副学長 
内藤美佐子 
（2013 年 7 月） 

 

漆畑智靖 
（2014 年 4 月） 

大学教授  
樋口孝子 
（2013 年 7 月） 

 

笹尾典代 
（2013 年 5 月） 

大学教授  
高橋愛子 
（2017 年 7 月） 

聖学院大学教授 

樋口幸男 
（2014 年 4 月） 

大学教授  
柳 秀夫 
（2017 年 7 月） 

建築設計コンサルタント／大妻女子大学非常勤講師 

藤田 智 
（2020 年 5 月） 

大学教授  
石川征郎 
（2009 年 7 月） 

「人事改革オフィス」運営 

杉山圭以子 
（2020 年 5 月） 

大学教授  
一色輝生 
（2016 年 4 月） 

設計事務所勤務 

松井信行 
（2012 年 4 月） 

中高教諭（副校長）  
大串 肇 
（2013 年 7 月） 

牧師 

江田雅幸 
（2016 年 5 月） 

中高教諭（副校長）  
関川瑞恵 
（2013 年 7 月） 

牧師 

花岡尚子 
（2018 年 5 月） 

中高教諭  
萩原優治 
（2013 年 7 月） 

コピーライター／編集者 

下田千春 
（2014 年 4 月） 

中高教諭  
花島光男 
（2013 年 7 月） 

 

岩村純子 
（2020 年 5 月） 

中高教諭  
棟方直比古 
（2018 年 11 月） 

ラテンアメリカ協会監事 

服部伸江 
（2020 年 5 月） 

中高教諭  
森山浩二 
（2017 年 7 月） 

 

賞雅郁子 
（2018 年 5 月） 

中高事務長  
渡辺直大 
（2009 年 7 月） 

医師 

安楽岡秀夫 
（2018 年 5 月） 

本部事務局総務課長 

野間田せつ子 

（2014 年 4 月） 
大学事務局次長  

土屋昌子 
（2019 年 5 月） 

大学事務局  
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（９）教職員の概要 

    □ 本務 143 名、兼務 230 名（2020 年 5 月 1 日現在） 

      

    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  □ 専任教職員数の推移 

 

  

  法人 大学 高等学校 中学校 合計 

教員 本務  41 33 30 104 

兼務  88 47 36 171 

小計  129 80 66 275 

職員 本務 1 29 6 3 39 

兼務 6 37 7 9 59 

小計 7 66 13 12 98 

合計 7 195 93 78 373 

 

本務合計 1 70 39 33 143 

（内、有期契約） 0 15 2 4 21 

兼務合計 6 125 54 45 230 

部門等 

年        度 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 前年度比 備考 

専  

任 
教
育
職
員 

中  高 60 59 60 59 61 60 63 63 0   

大学･大学院 61 60 59 58 44 40 42 41 -1   

小計 121 119 119 117 105 100 105 104 -1   

一
般
職
員 

中  高 7 6 6 7 7 6 6 6 0   

大学･大学院 30 32 32 30 25 23 24 24 0   

本  部 13 10 9 8 7 9 9 9 0   

小計 50 48 47 45 39 38 39 39 0   

専任合計 171 167 166 162 144 138 144 143 -1   
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（10）組織図 

                                                    （2020 年 5 月 1 日現在） 

 

学園広報室

学長室

恵泉園芸センター
蓼科ガーデン

健康管理室
学生相談室

総務課

内部監査室

学園史料室

法人・本部事務局 本部総務部 経理課

生涯就業力推進センター

管財課

大学院
人文学研究科
平和学研究科

キリスト教文化研究所
平和文化研究所

花と平和のミュージアム

大学

入試広報室

人間社会学部
国際社会学科

監
　
事

現代社会学科
社会園芸学科

人文学部
日本語日本文化学科
英語コミュニケーション学科
歴史文化学科

IR推進室

図書館

庶務課

評
議
員
会

教務課 園芸教育室

大学事務局 学生課

図書館事務室

メディア教育室

理
事
会

就職進路室

研究機構
園芸文化研究所

キリスト教センター

中学・高等学校 中学・高等学校事務部

収益事業
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 （11）施設設備の状況 

   主な現有施設設備の状況は次のとおりである。 

 

2021年3月31日現在

所在地 施設等 摘要

校地 17,755 ㎡ 856,857 千円 856,857 千円

校舎 21,793 ㎡ 4,587,350 千円 2,074,253 千円

校地 30,412 ㎡ 3,132,649 千円 3,132,649 千円

校舎 19,861 ㎡ 4,471,119 千円 1,234,331 千円

校地 20,559 ㎡ 93,318 千円 93,318 千円

校舎 8,122 ㎡ 1,060,883 千円 293,235 千円

校地 12,358 ㎡ 142,500 千円 142,500 千円

校舎 473 ㎡ 9,663 千円 2,713 千円

土地 101,865 ㎡ 5,100,148 千円 5,100,148 千円

建物 50,249 ㎡ 10,129,015 千円 3,604,532 千円

多摩市南野
(多摩キャンパス）

大学・大学院が利用し
ている。

面積等 取得価格 帳簿価格

東京都世田谷区
(世田谷キャンパス）

中学高等学校及び法
人本部が利用してい
る。

伊勢原市三ノ宮
(伊勢原キャンパス）

大学が主体となり学園
全体で利用している。

町田市小野路
(町田校地）

実習用地 15,898 ㎡ 859,252 千円 859,252 千円

千円

　　合　　　計

大学と中高が利用して
いる。

長野県茅野市
(蓼科校地）

大学が主体となり学園
全体で利用している。

長野県軽井沢町
(軽井沢校地）

校地 4,883 ㎡ 15,572 千円 15,572
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２．事業の概要 

（１）学園の基本方針 

 学校法人恵泉女学園は、「神を畏れ、人を愛し、いのちを育む」すなわち「キリスト教信仰に基づ

き、神と人とに仕え、自然を慈しみ、世界に心を開き、平和の実現のために貢献できる女性を育成す

る」という恵泉独自の教育理念を堅持し、高い人間力を持った自立した女性を育成して社会に送り出

すことにより、学園の社会的使命を果たすための活動を展開した。 

 理事会は、2019 年度から 2022 年度に至る 4 年間を、学園が創立 100 周年を光り輝いて迎えるため

の発展期として歩みを進める時期と位置づけ、以下の 4 つの課題を柱として目標を定め、各部門がそ

れぞれにふさわしい具体的教育目標と教育方策を策定して教育活動を展開して、この目標を達成する

ものとした。 

 2020 年度はこの 4 年間の 2 年目として、理事会が示した中期計画の骨子に添って、各部門が策定

した具体的施策と目標値を着実に実行することを目標として事業を展開した。 

 

4 つの柱と目標 

 第 1 の柱 教育の徹底 

    自信を持って次のステップに踏み出す力をつける。 

 第 2 の柱 学びの支援 

   自立のための教育を全力で支援する。 

 第 3 の柱 社会への発信 

    社会の声を聞き、社会に学園の理念と教育成果を伝える。 

 第 4 の柱 継続と発展 

      信頼と期待に応える学園であり続ける。 

 

（２）主な事業の目的・計画及びその進捗状況 

 □法人 

(1) 事業実施の基本方針 

   法人は以下の基本方針に従い、8 つの事業の実施を計画した。 

1) 「恵泉女学園中期計画(2019 年度～2022 年度)」に基づいて事業を進めるとともに、達成状

況等を確認しながら、必要があれば計画変更を行う。 

中期計画の４つの柱を実現するために、2020 年度の大学および中学・高等学校の事業計画

の実施を支援して、学園の教育理念の実現を推進する。 

2) 特に第 4 の柱「継続と発展－信頼と期待に応える学園であり続ける」を実現するために、

組織体制と財務の両面における経営基盤の強化を図る。 

実施計画事業 

1) 「恵泉女学園中期計画(2019 年度～2022 年度)」に掲げた事業の推進 

2) 学園の教育理念の推進 

3) 健全な財務の構築 

4) ガバナンスの確立 

5) マネジメントサイクルの確立 

6) 事業継続性確保と危機管理体制の確立 

7) 人材の確保と育成 

8) 100 周年へ向けて 
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(2) 事業計画の進捗状況 

1) 「恵泉女学園中期計画(2019 年度～2022 年度)」のに掲げた事業の推進 

10 年後の創立 100 周年（2029 年）をターゲットに学園の将来像を描き、2019 年度から 4

年間に集中的に取り組むべきテーマを盛り込んだ中期計画の目的は、教職員が心を一つ

にして恵泉独自の教育理念を堅持し、平和の実現のために貢献できる高い人間力を持っ

た自立した女性を育成して社会に、世に送り出すことにより学園の社会的責任を果たす

ことである。 

各部門では、その実施のための具体的計画をもって 2020 年度に向けて準備を進めていた

が、2020 年 2 月の政府による新型コロナウィルス感染拡大防止のための緊急事態宣言発

出により、状況は大きく変化をした。これまで通りの通学による授業展開が長期的に困

難な見通しとの判断をしてからは、学園長を中心に学生生徒の修学機会確保のため、オ

ンライン授業による新たな学修方法への挑戦を急速に進めた。その中で、教職員は各々

制限された労働環境下において、学生生徒中心の恵泉女学園を継続するための積極的な

取り組みを展開した。学生生徒のオンライン環境整備・指導にも丁寧に対応し、学園生

活への期待に応えることができるよう様々な方法によるサポートを実施した。対面によ

る授業が可能であった期間には、体験型の授業を中心とする対面でなければ達成の難し

い教育プログラムを優先的に実施しながら、オンライン授業の経験からその効果的な運

用を併用しつつ 1年を通した教育の質を維持する努力を続けた。 

当初から中期計画にも教育研究活動への ICT 導入は課題としてあったが、結果としてこ

の取り組みについてまずは大きく前進することとなった。その効果や適切性の検証につ

いてはこれからのテーマとなるが、通常の環境では進めることのできなかった環境整備

や意識改革がなされたことを、引き続き中期計画の目標達成のためにつなげていく。ま

た、逆に準備をしつつも実施できなかった事業については、環境の変化等を十分にふま

えてその継続を検討する。 

世田谷キャンパスについて、隣接地購入の提案があったため慎重に検討を行った。中期

計画に明記された事項ではなかったが、生徒用運動場が不足していたためこれを購入

し、運動場としての整備を実施した。 

2) 学園の教育理念の推進 

1 年を通じて人と人との密接な接触を避けなければならない状況が続いたため、毎年実施

している学園行事は大幅に縮小・中止を余儀なくされた。学園関係者との懇談も最小限

にとどめられ、学園の教育理念を広く周知するには、今まで通りの方法では困難であっ

た。 

そのような中で、大学長・中高校長は学校のホームページから各学校の状況や考え方を

積極的に発信し、新たな学園の教育理念への理解へとつなげた。また、礼拝・式典・授

業そのほかの学校行事を動画配信することにより、学生生徒だけでなくご家族や関係者

にも学園の活動を感じていただけることにもなった。 

また、学園パンフレットも更新し、法人・大学・中高に共通して掲げる教育理念の理解

を促すために活用している。 

3) 健全な財務の構築 

近年、学園の収支は支出超過の状況が続いており、その大きな原因は収容定員に対する

学生生徒数の不足にであった。2020 年度は学園全体の収容定員充足率は 98.6％（前年

90.8％）まで回復し、学生生徒等納付金・補助金を中心に収入は回復傾向である。支出

については、コロナ禍による特殊な環境であったため、多くの事業が縮小したことによ

る経費の削減があり、事業活動支出の額は前年度比 175百万円の減少となった。これに

より基本金組入前収支差額は 2014 年度以来の収入超過となった。 



11 

 

この収支は、これまでの健全な財政の回復への学園の努力の成果によるところもある

が、コロナ禍の極めて特殊な環境の影響も大きいため、学園が社会に求められている役

割を果たしつつも、収支の均衡を保つことができる財務体質の改善への努力は今後も進

めていく必要がある。 

4) ガバナンスの確立 

新型コロナにより計画通りの事業展開が困難な状態に対し、その各学校の取り組みを理

事会は報告を受け、その状況を確認した。特に、学園長は理事長の指示を受け、オンラ

イン授業への対応などについての方針を策定し、その実施への環境を整えた。その他理

事会は、学園の財務状況の適切な理解や、私学法改正による理事（会）の役割について

の学びのための懇談会を行った。 

2020 年度より、役員賠償責任保険（限度額 3 億）に加入し、役員（理事・監事）の責任

を明確にするとともに、学園運営に対して積極的にかかわることができるように整え

た。 

また、2019 年度に寄附行為の改定・抜本的な就業規則の改定を実施したことに続き、諸

規程の全体的な改定を実施した。これにより各規程間の齟齬が解消し、実態への不適な

規程の修正などが整理された。 

5) マネジメントサイクルの確立 

徐々にではあるが、職員共に事業計画に対する達成度を自己点検する取り組みが進んで

おり、業務の課題や改善の必要を確認していく組織づくりをしている。この取り組みの

中から、各組織、またその教職員自身で取り組むべき課題を発見し、次の業務改善へと

つなげる動きが生まれているため、引き続きこれを組織的に支援していく。 

財務の面では、引き続き予算執行結果を検討し、執行の適切性を確認し、次の事業計画

・予算化へとつなげている。 

6) 事業継続性確保と危機管理体制の確立 

コロナ対策では、行政からの対応要請に対し各学校の委員会は情報収集を行い、その対

応について十分に協議し、学生・生徒及び保護者・保証人への理解を求めるとともに適

切に実施してきた。このため、幸い 2020 年度においては、学園の事業を大きく停滞させ

る事態にはならなかった。学校施設についても、数値的な裏付けを取りながら利用可能

な規模を検討し、追加で必要な対策については積極的に実施した。 

7) 人材の確保と育成 

これまで対応してこなかった、休業・在宅勤務・時差出勤などの働き方に対し、諸規程

の整備が不十分であったため、これを整備した。実際は、一部の教職員を除き、在宅勤

務でのコロナ対応はできておらず、課題となった。また、新たな教育方法への対応のた

め、教職員の業務量が増加したことは、改善へ向けて取り組む必要がある。 

中高非常勤教員については、待遇改善と人材確保の観点から給与単価の見直しを実施し

た。 

コロナの環境下で、外部研修の機会は減少したが、オンラインでの研修については徐々

に質も向上してきているため、今後積極的に利用を促していく。 

8) 100周年へ向けて 

百周年史編纂については準備委員会を開催して、具体的な編纂への土台作りを行ってい

るが、具体的な動きへはつながっていない。だが、その準備の一つとして、学園資料の

電子アーカイブ化の検討を始め、学園資料の保存・公開について議論を進めている。 

環境が大きく変わる中、建築等の 100周年事業のイメージ化には至らず、早急に記念事

業の具体的計画にまで落とし込み、財政的裏付けとなる募金事業の開始へとつなげてい

く必要がある。 
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□中学高等学校 

(1) 事業の基本方針  

本校は学園創立以来の建学の理念を実現するために、「キリスト教の信仰に基づき、神と人とに

仕え、自然を慈しみ、世界に心を開き、平和実現のために貢献できる女性を育成する」ことを教育

の目標とする。中高の教育の中心は、人間教育であり、それが進路開拓の根底にある。生徒が自己

肯定感をもち人生を歩めるよう導く人間教育と、私学として生徒の自己実現を助ける教科教育並

びに進路指導は、相働いて総合的に教育的影響を与える。この考え方に立ち、中高の教育を行う。

「聖書・国際・園芸」を生徒の知性・感性・社会性を育てる恵泉教育の特色と位置付けて、毎日の

礼拝を大切に守り、教科・教科外において活発な教育活動を展開する。創立１００周年に魅力ある

学校として存続するためには、教員が教育能力を高め、教育活動に注力できるような体制を積極的

に整える。 

さらに、SDGs（持続可能な開発目標）を掲げるグローバル時代に通用する 21.5世紀型教育とし

て、ICT環境を含めた社会環境の変化に対応できる人を育成するために、これまでに培ってきた「考

える恵泉」「英語の恵泉」を基礎に「聖書・国際・園芸」を時代のニーズに対応させて教育展開を

図る。 

育ってほしい生徒像は以下の通りである。 

①個としての自覚に目覚めた女性 

②平和への不屈の意志をもつ女性 

③いのちを育てる楽しさと貴さを知っている女性 

④知的探求心と確かな学力を備えた女性 

生徒がこのような人間として成長していくことができるように、教育目標に基づき、入学した生徒

を 6年間大切に育てる「6年一貫教育」の姿勢を強化していく。中学は「大切な存在としての自己

認識」を高め、高校は「神様から与えられた自身の使命感」に気づき自己肯定感を育むことができ

るようにする。 

 

(2) 事業計画の概要と進捗状況 

 事業計画の実施にあたっては、学年、教科、部・委員会等が実質的な行動計画を策定し、具体的

施策と目標値を着実に実行する体制を強化する。 

 

1) 教育の徹底 

 （ア）人間性の涵養・心を育む 

① 聖書：「道徳」を包含するキリスト教教育 

 

【報告】 

  新型コロナ感染症感染防止のための休校（自宅学習）期間中もオンラインで礼拝を毎朝配信し、

聖書に基づく人間理解や生徒たちの精神面での支援を図った。家庭で保護者も共に礼拝動画を視聴す

ることによって、恵泉でのキリスト教教育の一端を見ることができたとのご意見もいただくことがで

きた。 

 

② 国際：平和教育の推進 

【報告】 

 新型コロナの影響で、1 年間留学生の迎え入れや長期・中期・短期すべての留学プログラムの中止

を余儀なくされたが、その制約の中で、夏休みには、日本に在留している留学生をリーダーとするエ

ンパワーメントプログラムを、春休みには、オーストラリアとインターネット・ライブでつながるオ

ンラインセッションを実施した。外国に出かけていくことは困難な昨今ではあるが、英語を用いて外



13 

 

国の方と交流し、世界を知ることで得る学びは形を変えても行うことができることを改めて確認でき

た。今後も工夫して、多様な文化や多様な価値観の中で互いを知り合い、認め合い、尊重し合う国際

平和教育を推進していく。 

 

③ 園芸：園芸と理科の連携 

【報告】 

 コロナによる休校の期間が続き、授業が減ってしまい、園芸教育と理科教育との深化した連携はで

きなかったが、理科の授業で使用する植物の栽培を園芸の授業で行うなど、例年どおりの連携は行う

ことができた。 

 

④ 恵泉で育てる力、つく力の分析 

【報告】 

 基礎知識の理解を大切にしながら、より主体的に課題解決を意識させるため、授業での発問や定期

試験内容を各科で精査した。6 年間を通して各学年の発達課題を意識させ、学年会を中心に行事を工

夫して実施し、生徒自身が達成感や成長を感じられるよう働きかけた。 

 

 （イ）学力の確保・知を育てる 

① 2019 年度に引き続き、新学習指導要領に則った新しい学力観にたつカリキュラムを検討し、

実施する。 

【報告】 

 新カリキュラム策定のため、教科会や職員会議で検討を重ね、教科教育型から、より課題解決型へ

の授業形態の移行を意識した新カリキュラムを構築し、2022 年度から実施する。 

 

② 新学力を測定できる問題を教科ごとに検討し、定期試験等に出題し、授業に反映していくこ

とで、生徒の学力の深化を図る。 

【報告】 

 進路指導部の提案により、新しい学力観を盛り込んだ中間・期末試験の作成を各教科に依頼した。

中間・期末テスト問題については校長が収取し、内容を確認した。また、大学入学共通テストを全教

科の視点から分析し、それに対応できるよう、教科会、学年会で検討を重ねた。 

 

③ 生徒の学力の把握 

【報告】 

 進路指導部の発信により、学力推移調査と新学力テストのクロス分析を行い、学年ごとに生徒の発

達課題の検討につなげた。4，5 年生の GTEC の受験結果を分析し、英語 4 技能の伸長を把握し、必要

な教材や教授法の検討を重ねた。 

 

④ 夏期・冬期・春期講習と S-park を充実させ、よりきめ細かく手厚い学力向上のための体制

を整える。 

【報告】 

 生徒の学ぶ意欲に応えて、主体的に取り組む勉強の場を提供する特別講座 S-park は、社会事情によ

り、Weekly S-park I 期&土曜 S-park（4 月～7 月）と Weekly S-park III 期&土曜 S-park（1 

月～3 月）は中止となった。Weekly S-park II 期&土曜 S-park（9 月～12 月）と Summer S-park・

Winter S-park・Spring S-park はリモートも含めて実施することができた。5・6 年生を対象とした受

験対策講座も、5 年の夏期講習・春期講習、6 年の夏期講習・冬期講習を行い、各教科単元別の集中学

習の場を提供することができた。 
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⑤ これからの女性の働き方を広げる STEM（Science・Technology・Engineering・Mathematics）

への関心を促す。 

【報告】 

 新型コロナ感染症による休校により、サイエンスアドベンチャーの活動が十分にできなかったた

め、計画していたサイエンスデーの開催実施には至らなかった。 

 

⑥ 読書教育の推進  

【報告】 

 新型コロナウィルス感染症による休校（自宅学習）下でも、メディアセンター図書を宅配便の利用

により貸し出し、好評であった。1 年生の図書貸し出しは年間で 4000 冊となった。1・2 年生は読書ノ

ートを活用しノンフィクション分野の読書に力を注いでいる。1 年生は月曜 7 限の 20 分間を読書の時

間とし、低学年からの読書の習慣付けを図っている。今年度も司書の活動により読書推進する活動を

学校 web サイトや Classi で配信して生徒の読書教育を推進した。学外のコンクールにも積極的に参加

して優秀な賞を得ることができた。 

 

 （ウ）教育成果の検証 

① 学力推移調査・新学力テストのクロスデータ分析を行い、授業へのフィードバックを行う。 

【報告】 

 学力推移調査と新学力テストのクロス分析を行い、学年ごとに生徒の発達課題の検討につなげ

た。4，5 年生の GTEC の受験結果を分析し、英語 4 技能の伸長を把握し、必要な教材や教授法の

検討を重ねた。 

 また、中学では、学年進行による学力推移を教科ごとに検証し、単元ごとの学習習得状況や身に

つく力の定着状況を把握・分析したうえで、教員全体でそれを共有して課題の明確化を図った。 

 

② 学校評価 

教育の内容・成果等について、以下のように評価を受け、学校として教育力や教職員の意欲

を向上できるよう、学校評価委員会等から改善案を提案する。評価結果をまとめ、随時、監

事及び理事会に報告する。 

【報告】 

 コロナ禍の影響で、学校説明会や恵泉デーなど学外の方にご来校いただく機会が失われた 1 年間

であったが、Web サイトを活用したイベント配信を積極的に展開した結果、多くの方々に本校の教

育を知っていただくこととなった。社会のニーズに応えられる情報提供の在り方や方法をもっと考

えていく必要がある。 

 学校評価として年度末に継続的に実施している保護者アンケートは 5 年目となり、課題が明らか

になっている。毎年保護者の方々には、概要の報告と課題点・問題点に対する取り組みについてフ

ィードバックを行っている。特に 2020 年度はコロナ禍にあって取り組んできた教育活動への評価

を分析し、新しい生活様式の中で大きく転換しようとしている教育方法を見直すことによって、今

後、5 年後、10 年後を見据えた長期的な教育活動としての課題解決に取り組んでいきたい。 

 

③ 学外コンテスト等の研究発表を奨励し、積極的な参加を促し、客観的な評価の一つとして位

置付ける。 

【報告】 

 学外コンテスト等に積極的に参加した結果、多くの評価を得ることができて、生徒の学びの意欲

向上につなげることができた。 



15 

 

 

2020 年度 対外コンクール等 入賞実績 

1. 信和会 奉仕委員会 子ども食堂 訪問係 2019 「楽しく遊ぼう・楽しく食べよう プロジェ

クト」 

 ガールスカウト日本連盟主催 第 2 回「コミュニティアクション・チャレンジ 100 アワ ー

ド」 グランプリ 

2. 信和会 宗教部 チャイルド・ファンド・ジャパン 30 年間の里子支援に対して感謝状  

3. 国語科 

① 4 年生全員 日本新聞協会主催 第 11 回「いっしょに読もう！新聞コンクール」優秀学校賞 

② 1 年生 日本漢字能力検定協会主催 第 8 回「今、あなたに贈りたい漢字コンテスト」佳作 

③ 4 年生 一ツ橋文芸教育振興会主催 第 40 回「全国高校生読書体験記コンクール」入選及び 

学校賞 

4. 3 年生 夏休み課題「私のひろげる」 

① 第 64 回 「全国学芸サイエンスコンクール 環境分野 ポスター・デザイン部門」金賞及び入選 

② コンクールの協賛団体である日本英語検定協会から「学校特別奨励賞」 

③ 第６回 胡堂・あらえびす大賞 「読書と音楽の感想文コンクール」中学校以上の部優秀賞 

5. 3 年生 情報科 

  クエストカップ 2021 全国大会 進路探究部門「ロールモデル」優秀賞及び佳作 

6. 英語科 私立中高協会 文化部主催 第 8 支部 第 70 回 英語スピーチコンテスト 

  高校生 暗誦の部 5 年生 優勝  フリースピーチの部 4 年生 第 3 位  

 

 （エ）教育力の向上 

学内外の研修への参加、授業見学・研究授業の実施、また ICTを活用した教育方法の積極的な

活用等により教員の教育力の更なる向上を図る。 

【報告】 

 2020 年度の特筆すべき報告としては、コロナ禍による突然の緊急事態宣言により休校期間があ

ったことである。生徒が登校できない休校期間は、結局 2020 年 3 月初めから 6 月初めまでの 3 か

月間に及んだ。いつ登校が再開できるかのめどが立たない中、学校は全力で生徒の学習の継続、教

育の保障のための取り組みを模索し、提供した。概要は以下のとおりである。 

 新年度開始から各学年とも週 1 回のペースで計 3 回課題を郵送、同時に Classi を活用した課題

配信・小テスト等を実施した。この間に授業動画等の作成を進め、3 週目から順次配信を開始。登

校授業に戻るまでの 2 か月間で合計 900 本の手作り動画で授業を展開した。 

 従来、中学生にはリテラシー教育を行ってからデバイスを使用した学習を実施していたが、ICT

使用に関する方針を変更する必要が生じ、ご家庭のご理解とご協力を得て、1 年生から Classi や

Google クラスルームを使用した授業を行うこととなった。5 月の連休明けからは、学年統一の時間

割による授業となり、遠隔授業が本格化した。 

6 月 6 日に万全の感染予防対策のもと、1 クラスずつの中学入学式を挙行し、各学年週 1 回のみク

ラス別分散登校の 1 週間を設けた後、段階的に登校授業を再開して、22 日から通常授業を開始し

た。この間に、各教室に授業収録設備（iPad・三脚・ホルダー・ケーブルの一式）を整備し、いつ

でもどこでも授業収録と配信ができるようにした。体調不良等で登校できない生徒もリモート授業

で出席したり、録画のオンデマンド授業を受講できたりするなど学習の継続の確保ができた。登校

授業が再開されたのちも、感染予防対策のため、音楽・体育・家庭科など実技系の教科を中心に制

約はあったものの、ほぼ通常の授業を展開することができた。できる限り、通常の学校生活で共に

学び、育ち合う環境を今後も保持していきたい。 

 ICT を活用した教育方法を調査し、教育に積極的に活用することを年度計画の一つとしていたと
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ころ、すべての教員がリモート授業を導入することとなり、一気に活用が進んだ。また一つの授業

を複数の教員が関わって作成したり、他の教員の授業動画を視聴したりすることが、教員相互の授

業見学や授業研究となり、教育力の向上に役立った。 

 

2) 学びの支援 

 （ア）学習支援の確立 

① e-ポートフォリオの活用 

【報告】 

  4 年生以降、Classi 上に e-ポートフォリオを蓄積し、大学進学時の志望理由書などの記入に役立て

ている。 

 

② オーストラリア留学制度 

【報告】 

   留学が停止した 2020 年度は国内でのオンライン留学プログラムを紹介し、冬休みや春休みに生

徒が参加した。また、2021 年度に開講する Keisen Global Spark Program を紹介し、参加生徒を募

り、60 名ほどの生徒が受講することになった。 

 

③ 情報を活用した学び方の体制を整える 

【報告】 

  高校 HR と特別教室に続いて中学 HR にも電子黒板が設置され、ホールからの同時中継や映像を

用いた新しい授業形態へと利用が進んだ。 

3 年生の情報の学びを経て、4 年生以降に BYOD に向けてデバイス利用の導入を行った。 

 

④ 全校で取り組む読書の習慣化 

【報告】 

  リモート期間中もオンラインでの蔵書検索から、宅配貸し出しを実施し、多くの利用があった。ま

た、教員からのおすすめ本の福袋を用意し、生徒の読書習慣へと繋げた。 

 

⑤ メディアセンターの読書・探究型学習支援環境の創造 

【報告】 

  影絵作家石井昭氏の作品や様々なテーマ設定でメディアセンターで展示を公開し、MC 利用の動機

づけを行った。 

 

⑥ 学習ノートの活用とチューター制度の充実 

【報告】 

  コロナのリモート期間はチューター制度は実施できなかったが、2 年越しの懸案であった自習室の

開講と家庭学習コンテンツの選定を進めた。 

 

⑦ JET プログラム（The Japan Exchange and Teaching Program）の活用（2015 年度開始） 

【報告】 

 毎年、中学・高校それぞれ 1 名計 2 名の英語教育助手のサポートで 1 年から 5 年までの英会話授

業を運営し、Communicative English の習得に効果を上げている。 
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⑧ 東日本大震災の被災地との関わりによる学びの継続 

【報告】 

 2019 年度に続き 2020 年度も歌津訪問はコロナウィルスの関係で中止となった。信和会は歌津の

方々とのつながりを大切にして、三陸わかめなどの物産販売を複数回実施した。 

 

（イ） 進学支援の確立 

① 生徒の進路実現を強力に支援するため、生徒が希望する進学先の多様化へ対応し、生徒の第

一志望大学への入学率向上を目指す。 

② 生徒自身が多様な分野への進学の可能性を見出すように支援するとともに、教育理念に基づ

く教育展開の成果指標として、「国際」分野と「理系」分野への進学数値目標を設ける。 

【報告】 

  生徒の希望進路を実現するために、専任教員だけでなく非常勤講師にも依頼し、小論文個別指導を

行った。 

 2020 年度卒業生 180 名の分野別進学状況は、社会学系 26%、人文学系 26%、家政・芸術・体育系

16%、工・農・理学系 12%、医・歯・薬・看護学系 6%、国際関係 3%、教育学系 3%、海外大学 1%、

進学準備 7%であった。過年度卒業生も含めた 2021 年春の進学状況では、国公立大学の中で理系進

学者の割合が増加し、医学部進学者も 5 名であった。 

  進路指導部を中心に、ベネッセの模試のデータを分析し、共通テスト実施教科の科会で継続的に指

導法の検討と事例研究をしている。 

 

 （ウ）奨学金の充実 

【報告】 

 2021 年度入学生より授業料を変更したことに合わせて、本校の教育理念に賛同してくださるご家

庭への支援を目的とした中学入学時特別奨学金制度を新設した。 

 

 （エ）心と身体のケア 

① 法律や学校安全計画に則り、生徒・教職員等の安全・衛生面に十分に配慮する。 

② 保健室、カウンセラー、担当教職員やスクール・ソーシャル・ワーカーが連携し、個別生徒

の支援に協働してあたるとともに、生徒の全体的傾向を総合的に分析して、生徒の指導・支

援に役立てる。 

③ 定期的に養護相談室連絡会、学校保健委員会を開催し、生徒、教職員の心身のケアに努める。 

 

【報告】 

 休校（家庭学習）期間中の対策として、中学生は 2 週間に最低 1 回電話での安否確認（高学年には

担任の学校メールアドレス周知）を行ったほか、各学年が学校の携帯電話で常に家庭と連絡が取れる

体制を整え対応した。登校再開にあたって保護者と生徒にそれぞれ「心や身体の状態について」のア

ンケートを実施し、学校と家庭とが連携した生徒の心のケアに努めた。 

また、コロナの休校期間中の生徒の心身の変調に注意し、カウンセラーや校医から適切なアドバイス

を届けるよう注力した。 

休校（家庭学習）当初は、校長ブログ等によるメッセージ送付や新入生・在校生向け動画掲載が中心

であったが、担任等教員との連絡のため生徒全員に恵泉メールアドレスを付与して、一人ひとりの生

徒指導・心のケアに活用できるようにした。また、5 月連休明けからは Zoom による朝の点呼・HR

を始め、学年ごとに統一した時間割で規則正しい授業を行うことで、生活リズムが乱れないようにし

た。 

コロナ感染予防に向けて、常に校医と連携を図り、感染防止のための動画を作成して対応にあたった。 
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登校再開後は、危機管理委員会を中心に、コロナ対応の学校生活（使用場所の除菌、黙食の徹底、更

衣の工夫、発熱者対応パーテーション設置、他）のための工夫を検討し、コロナの感染状況に応じて

全校をあげて取り組んだ。 

 

 （オ）生徒生活支援 

① 担任等による聞き取りで、生徒の動向やいかなる支援を必要としているかを把握し、必要に

応じてカウンセラー、スクール・ソーシャル・ワーカーへの紹介、奨学金等について相談を

行う。 

② 生徒指導力の向上のため、外部機関の研修等を積極的に提供する。 

【報告】 

  休校（自宅学習）期間中は、Zoom での生徒、保護者面談も取り入れ、担任を中心に様々な相談に

応じた。また、外部機関とも連携を図った。組織的対応だけでなく、外部研修で生徒支援の問題につ

いて研修する教員もいた。 

 

 （カ）防災防犯対策の充実 

① 避難訓練、AED 講習会、自衛消防訓練、防犯訓練を積極的に行い、様々な状況の中での緊急

時の行動の仕方を身につける防災教育を推進していく。 

② 刷新した保護者一斉メール配信システムを活用して、災害時、不審者情報、休校、クラブ活

動、行事の中止等の連絡網とし、保護者会出席の有無などアンケート機能等も用いながら、

生徒の安全確保に努める。 

【報告】 

 2020 年度の防災対策は、1 年間新型コロナウィルス感染症予防対策に終始したといえる。休校要請、緊急

事態宣言等社会状況を注視しつつ、文部科学省や厚生労働省等の関連機関の最新の情報を収集し、随時

危機管理委員会で学校の方針と対応について判断して教職員・学園と共有、教育活動の安全な継続に努

めてきた。顔認証機能付き検温器設置、消毒液やアクリルパーテーションの配置など、基本対策はもちろん

のこと、保健室内に安全に見守りができる隔離スペースを新設して体調不良者が出た場合の対応設備も整

えた。生徒たちには、校医からの動画メッセージなども活用して安全な生活について周知し、授業・クラブ活

動などの学校生活が一人ひとりの心がけと注意によって維持できることを伝え続けている 

 通常全校で実施して生徒の避難訓練は密を避けるために学年で実施するなど制約はあったが、教職員は

例年通り AED 講習会、自衛消防訓練を実施した。防災ハンドブックの改訂作業は進めたが完成には

至らず、年度を超えることとなった。 

 本校の安全対策についてウェブサイトに掲載して、周知を図り、入試実施に際しても「感染症対策に関する

取り組み」を公表して受験生が安心して受験に臨めるように努めた。 

 

3）社会への発信 

 （ア）人材の輩出 

平和を創り出す女性を育成し、高等教育機関へ送り出す。 

【報告】 

 本校のキャリア教育では、中学生は上級生から、高校生は上級生や卒業生から話を聞き「様々なロ

ールモデルに触れながら生き方を考える」機会を設けている。その中で教員は「ひとり一人と向き合

いながらきめ細やかな指導」を行ってきた。さらに、自立した学習者を育てるために「放課後や自宅

での学習環境の拡充」も図っている。本校の進路の特徴として「多様な分野への進学」があげられる。

2020 年度卒業生の進学状況の傾向として、私大文系の割合が高いが理系も志望者増加傾向であるこ

と、多様な分野に進学し芸術・家政系への進学者も多いことがあった。生き方を考える進路指導や日

々の礼拝が、生徒の進路の多様性と、進学後の学びの継続となる受験学部選びの一貫性につながって
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いると考えられる。 

 

（イ） 教育理念・成果の発信 

ウェブサイトの更なる充実を図り、生徒の様子や学習の成果などを発信していくことを心掛

ける。 

【報告】 

 コロナ禍のため移動の制約が続いた中、ウェブサイトで情報収集する方が増えた。校長ブログをほ

ぼ毎週更新し、学園の教育方針や生徒の様子を発信した。また、恵泉デーでは生徒の活動をまとめた

動画を中心とするオンラインで実施し、日頃の活動の様子を時間をかけて視聴できるようにし、好評

であった。 

ネットワーク社会では、全世界がつながることをもっと意識した広報活動により、本校の教育理念・

教育内容とその成果を発信する必要があり、課題となっている。 

 

 （ウ）入試広報 

建学の理念や教育方針、また教育活動や教育成果について、受験生の学校選択に資する情報

提供に努める。 

【報告】 

 2020 年度前半は、来校していただいての説明会等は一切できなかった。この間に Web 学校説明会

を 3 回、Zoom を利用した「校長が答える Q&A」を 3 回実施した。9 月の学校説明会から来校して

いただくこととなったが、人数制限があるため、午前と午後の 2 回開催や、収録したものを後日配信

するなどして、受験生のニーズにできるだけ応えられるようにした。 

 入試の実施に関しても、1 教室の人数の削減、開門・受付時間の変更などできるだけの感染予防対

策を行い、体調不良者のための追試験も実施して、保護者や受験生の安心・安全確保に配慮した。2021

年度入試は、受験日程の変更（第 2 回入試を午前に実施）や試験時間等の変更（社会と理科を各 30

分にし、配点も 70 点に変更）があったにもかかわらず、多くの志願者に受験していただくことがで

きた。 

 

（エ）地域の課題解決 

昨今の住民意識の変化などに対応するために、自治会、商店会、近隣校等との交流を活発に

行い、教育活動への理解と支援をお願いするとともに、学校が地域社会の一員であることを

自覚し、地域と共にある姿勢を保持する。 

【報告】 

 コロナ禍のため、恵泉デーに地域の方々をお迎えできない、クリスマス奉仕での交わりを持てない

など制約の多い中での活動ではあったが、商店会に生徒の育てた花を置いていただくなどの交流を再

開できた。近隣の小学校の避難訓練受入も例年通り行うことができた。 

 近隣との災害時の協力にも配慮し、西門付近に下水直結型トイレの設置のためのマンホール工事を

実施した。 

 

4）継続と展望 

 （ア）マネジメントサイクルの確立 

 中期計画をもとに年度の目標（目標値）および担当を定めた計画を策定し実施するととも

に、年度ごとの進捗状況を理事会に報告し、継続的な PDCA サイクルを明確にする。 

【報告】 

 PDCA サイクルの確立には至っていないが、激変した社会状況の中で、生徒や教育に向き合うため

に、教員が支えあい、学びあっていこうという結束が強まった。 
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 （イ）健全な財務の構築 

① 人件費等経費の見直し、助成金の活用等により収支均衡の維持に努める。 

② 創立 100 周年記念事業に向けた財務計画を策定する。 

【報告】 

 経費削減、助成金申請等により中高部門での収支均衡は維持できている。 

 

 （ウ）人材の確保と育成 

① 本校の教育理念の周知徹底のため、キリスト教教育を中心とした新任研修を含めた育成プロ

グラムを充実する。 

② 教員と職員の協働体制を強化し、業務の効率化・高度化を図る。 

【報告】 

 2020 年度は宿泊行事を含め多くの学校行事の中止、縮小を余儀なくされ、その中で 1 年フェロシ

ップと 6 年修養会を校内で実施できたことにより、改めて行事の意義を考えることとなった。 

 また変形労働時間制度を導入した 2 年目は、コロナ禍の影響でかなり柔軟な運用が必要となった。

在宅勤務での授業動画作成やリモート授業の実施もあり、教職員の勤務対応に相当な負担が生じた部

分もあった。その中で、1 月と 3 月に教員研修を行い、1 月にはオンラインで教員のメンタルヘルス

を意識しながら、組織の中での自身の役割について学び、3 月にはキリスト教学校教員として恵泉女

学園で奉職することについて学ぶことができた。 

 

 （エ）校外圃場の維持 

 園芸教育の質を維持するため、校外圃場を維持する。 

【報告】 

  2020 年度は赤堤畑に代わる新たな園芸農地を借用し校外圃場の維持を図った。当面継続する。 

 

 （オ）施設整備計画の策定 

① 中長期施設設備改修計画に基づき、教育環境の維持・整備を図る。 

② 空調設備の更新（2018 年度からの 5か年計画） 

③ ICT教育環境の整備・充実 

④ 理科教育・園芸教育環境の整備 

⑤ その他 

【報告】 

 建築委員会を発足し、創立 100 周年に向けた記念事業の検討を開始した。 

 公的助成金を得ながら、空調設備の更新、電子黒板やタブレット等 ICT 教育環境整備、理科教育

設備整備、また感染予防対策設備の整備などを実施し、教育施設設備環境の改善・拡充を効果的に進

めた。 

 西門新校地の造成工事を実施し、高圧電気設備の移設や非常用トイレの設備対応工事等も同時に

行った。新校地は通常は授業や運動系クラブ等の教育活動に使用する。遠足や合宿など学外行事の

バスの発着にも以前より安全な利用が期待できるようになった。 
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□ 大 学 

(1)基本方針 

 2020 年度大日向雅美学長体制 2 期目を迎え、就任時より教育目標としている「生涯就業力を磨く」

を、真に具現化するために全教職員が各役割を日々徹底して実践する。 

 

1)教育の徹底 

 学生一人ひとりに「生涯就業力を磨く」ための教育を徹底し学力を向上させる。 

（ア）生涯就業力カリキュラムの確立 

（イ）授業改善の取り組み 

（ウ）基礎学力の確立 

（エ）教員力の充実 

 

2)学びの支援 

 「生涯就業力を磨く」ための学びの支援により、在学中はもとより卒業後に及んで、学生満足度を

確実に上げる。 

 （ア）学修および学生生活支援 

 （イ）就職活動支援 

（ウ）卒業後の「生涯就業力」継続支援 

 

3)社会への発信 

 「生涯就業力を磨く」学生、卒業生と、その教育内容を学内外のステークホルダーに具体的に広報

していくことで、「生涯就業力を磨く」恵泉ブランドを社会に発信していく。 

 （ア）インナーブランディング 

 （イ）アウターブランディング 

（ウ）地域貢献活動 

（エ）教育成果の発信 

（オ）研究成果の発信 

 

4)継続と発展 

 上記 1)2)3)の検証として各年度数的評価を主として行い PDCA サイクルにより改善していく。その

結果入学定員を確保し収支のバランスを図り、2021年度より大学単体での黒字経営を実現する。 

 （ア）入試広報(学生募集) 

（イ）収支バランスと財務計画 

（ウ）教職員数と人件費 

（エ）ガバナンス体制 

（オ）PDCAサイクルの確立 

（カ）人財の育成（FD/SD研修会） 

（キ）施設設備計画の策定と実施 

 

 

(2)事業計画の概要 

1）教育の徹底 

学生一人ひとりに「生涯就業力を磨く」ための教育を徹底し学力を向上させる。 
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（ア）生涯就業力カリキュラムの確立 

【目標と概要】 

女性の新たな活躍を目指す「生涯就業力教育課程」を確立する。そのために、従来のカリキュラムを

「生涯就業力」修得の観点から見直し、再構築する。 

また、教職員自身が「生涯就業力」を明確に自覚し、各自の授業や学生支援に反映する。 

 

【報告】 

生涯就業力カリキュラムが完成し、2021 年度より新カリキュラムとして開始する。上記 2020 年度作

成計画の内容を十分に検討して取り入れた、生涯にわたって主体的に学び続けることができるため

の教養が身につけられる体系化したカリキュラムである。しかしながら、社会環境や学生の修学状

況により内容的な変化も当然必要と考えられることから、今後も毎年見直し改善していきたい。 

大学開設以来約 30 余年間の大学教育を「生涯就業力カリキュラム」として再編したポイントは以下

3 点である。 

ⅰ）「生涯就業力を身につけること」を学生も教職員も意識する 

「生涯にわたって自分らしく生きる目標を忘れず、身近な大切な人、地域・社会のために尽くして

生き続ける力」を養うことの実現を目指し今後、社会に出て所属する組織や地域などで役立つ人材

となるため、具体的な実践力と教養を大学で身につける。また、一生涯学び続ける姿勢、つまり社会

人になってもさらに教養を得て磨いていく姿勢を身につけてもらう。このことを常勤・非常勤の別

なく全教職員でまず意識していく、そして学生にも意識してもらえるカリキュラムにすることを前

提に作成した。 

ⅱ）入学定員に合わせた科目規模にする 

単位の実質化として学びが散漫にならないように教育の充実を図る目的で、現行カリキュラムの科

目数・クラス数を見直し、またクオーター制導入の可能性も見据えて、できるだけ身軽なカリキュ

ラムにしておく必要があると考え、精査した。共通基礎や専門科目は複数科目をいくつか統合し、

属人的にならない科目名を設定。 

ⅲ）学科間の壁を低くする 

園芸療法士、子育て支援員、また全国実務教育協会認定の生活園芸士と国際ボランティア実務士は、

すでに全学科で取得できる資格だが、2021 年度入学生からは日本語教員養成課程主専攻を全学科で

履修できるようにした。学生が自分の所属学科のユニークな専門性を活かして日本語教育に携わる

可能性を、より広げた。 

 

（イ）授業改善の取り組み 

【目標と概要】 

学生が主体的に自分の目標を決め、学生自身が自分の PDCAサイクルを回して成長できるようにす

る。また、教員が学生の現状を把握し、学生の成長に資する授業改善にさらに取り組めるようにす

る。そのために、全教員が非常勤教員とも連携して授業改善に鋭意取り組む。とくに、競争原理か

ら分かち合い原理へ推移している社会情勢、またそれに合致する本学入学生の特性を伸ばす授業改

善を目指す。 

 

【報告】 

2020 年 4 月コロナ禍により緊急事態宣言発令により、すべてが異例の開始となった。初のオンライ

ン授業導入を試み、学生の学習機会の確保を最優先に考えた。 

「学生と教員ともにオンライン授業において誰一人取り残さない」ことを目標にし、全教職員で準

備を進め、技術的な経験の有無に関わらず、各自ができることを積極的に行動し、初めてのことへ

の挑戦の連続となった 1年であった。 
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 休講・補講については対面よりもオンラインのメリットを活かし徹底できた。またオフィスアワー

もオンラインでの面談を取り入れて行う教員もいた。 

「生涯就業力 STEPⅠ～Ⅳ」授業は対面授業を中心に、教員 10～20名体制でグループワークを行うな

どの授業展開をしていく予定であったが、コロナ禍により春学期は全面オンライン授業、秋学期は

隔週オンライン授業を余儀なくされた。そのためさらなる工夫を強いられることとなったが、コア

メンバーの 7 名を中心に毎週創意工夫をこらし、年間の最終発表では学生の見事な成果を学生、教

職員ともに感じ取ることができた。2019 年度から始まった「生涯就業力 STEPⅠ～Ⅳ」科目は大きく

深化し、2021 年度以降の道筋をつけることができた。 

授業相互見学はコロナ禍により、春学期は 7 月にオンライン授業での相互見学を非常勤にもできる

旨案内して実施した。 

年間を通じて「生涯就業力 STEP」に多くの教員が関わり同じ授業を共有できたことは成果であった。

引き続き教務委員会を中心に 2021 年度も授業相互見学の推進を図って行きたい。 

 

 （ウ）基礎学力の確立 

【目標と概要】 

基礎学力、中でも日本語能力と数学基礎力を大学生としてふさわしい水準まで引き上げ、自学自習に

より自己研鑽し続ける学生を育てる。そのために、「生涯就業力」の基礎となる学力と学習習慣の確

立を目指し、その支援に注力する。 

数学基礎力に関しては、2020 年度も引き続き到達目標について検討し、数値で示せるようにする。 

 

【報告】 

能力別に 3 段階に分け、基礎数理のクラスを決定した。なお、基礎数理は 7 教員で 9 クラスを担当

した。 

SPI勉強会は春学期に 25 回（13 週のうち、11週は週 2 回、1 時間、残り 2周は週 1 回、１時間）実

施し、延べ 784 名が参加、秋学期は 8 回（週 1 回、1 時間）実施し、延べ 62 名が参加した。秋学期

は参加者数が大幅に減るため、2021 年度は春学期中心にプログラムを考えたい。 

コロナ禍によりスケジュールが後ろ倒しとなり、夏季休暇が短くなったので、SPI集中講座は開かな

かった。 

学生の学業や課外活動等への参加の動機付けを目的に、2019 年度より開始した成績及びその他の評 

価軸による表彰制度は、全学生を対象に実施できた。 

 

（エ）教員力の充実 

【目標と概要】 

生涯就業力育成に根差し、教育研究業績の在り方を見直して教員力の充実を図る。そのために、入学

者に「生涯就業力」のたしかな基礎を育んで社会に送りだすことに、教員としての責任と使命と喜び

を自覚し、今日の大学の在り方を精査し、一人ひとりの教員が自身の教育研究の在り方を常に振り返

り、PDCA サイクルを自他ともに行うシステムを確立する。 

 

【報告】 

自己評価申告票の提出後、申告票を基に全教員に学長面談を年２回行った。それに加えて、2020 年

度から導入した「教員ポイント手当」（旧教員オーバコマ手当）について、まず各委員長からの評価

報告を求め、それに基づいて一人ひとりの教員のポイントを算出し、年度末に個別に確認する学長

面談を１回行った。人事考課とはいえないが、教員が年間行った教育、委員会等業務の実績を評価

する制度ともいえる。今後は教員研究に対する何らかの評価の仕組みが課題である。 

2020 年度はコロナ禍におけるオンライン授業の導入に伴い、学生授業評価アンケートもオンライン
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で行うことに切り替え、春学期は「Google Form」により個別授業に対するアンケートではなく授業

全体評価として行った。オンライン授業特有の事情に応じたアンケートとして、オンライン授業と

なって学生が抱えている問題点を取り上げ、教員に情報共有することで秋学期授業において具体的

改善に取り組むことをした。オンラインに長けている教員で臨時的に組織した「オンライン授業テ

クニカルサポート・教員タスクフォースワーキンググループ（略 OTT）」が中心となり、学生・教員

のオンライン授業における問題点を解決して取り組めたことは大きな成果であった。 

秋学期は教務システムに授業評価アンケート機能を追加して実施したが、回答率が芳しくなかった。

授業改善に役立てるためにも、各種アンケートの効果的な実施方法は課題である。 

 

 

2)学びの支援 

「生涯就業力を磨く」ための学びの支援により、在学中はもとより卒業後に及んで、学生満足度を確

実に上げる。 

 

（ア）学修および学生生活支援 

【目標と概要】 

学生活動を体系化することで学生生活を活性化し充実していくとともに、中退ゼロを目指す。そのた

めに、学生が生きる力、学ぶ力を主体的に身につけられるよう、また学修困難に起因する退学者を減

らせるようきめ細やかな支援を行う。 

その一環としての学生生活の活性化については、教職員の意識改革から始める。 

 

【報告】 

新しい修学支援制度（JASSO・文科省）を適切に運用できた。恵泉フェロシップ給付緊急奨学金の運

用改訂を行い、4年生の卒業緊急支援だけでなく JASSO 等公的支援申請・受給の状況と照合して、少

額でも支援給付奨学金として運用するようにした。 

語学研修、欧米留学学生への奨学金（JASSO 派遣の奨学金対象プログラム以外）の支給については、

2020 年度はコロナ禍により渡航プログラム中止のため実績なしであった。 

留学生、日本人学生に対する外部給付奨学金の拡充、応募支援を行った。 

コロナ禍で文科省から特別に募集があった奨学金にも学生課、庶務課で連携して対応した。候補者

を学費未納状況、PC貸し出し状況など様々な面を考慮して選出し、経済困窮学生を対象とした。 

学食ラーニングコモンズは春学期オンライン授業のため、活動することはできなかったが、秋学期

は毎日昼休みに食堂にて教員が待機する体制が取れた。 

2020 年度のノートテイクについては、オンライン授業に対応するために上級生のテイカー学生たち

自身でオンラインノートテイク方法を模索し、下級生のテイカーたちと協力し、スムーズに支援を

実施することができた。新規のテイカーのスキルに関してドキュメント画面やヒアリングなどで確

認し、次年度に向けた育成の取り組みも行った。 

2019 年度末に学生状況把握のためのワークフローを決定し、出欠管理システムが導入された。今後

は出欠管理システムとともに学生状況把握ワークフローの効果的運用（教職員の情報共有と対応）

に努めたい。 

学年担任制の予約制で相談を受け付けられる制度設計検討については未達である。2020 年度はフラ

ワーエンジェルカフェの運営はなされなかったが、一人暮らしの会の開催担当により、学年担任の

存在がこれまでより少し積極的な形で周知される機会となった。 

カウンセリングルーム、健康管理室は、秋学期学生委員会でカウンセリングルーム報告と健康診断

報告を実施。今後のよりよい連携のありかたについては継続課題である。 

リスク管理講習会は、秋学危機管理講習スライドをオンデマンド配信した。 
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困難を抱えている学生の情報を分析・共有するための「ケーススタディ検討会」の定期開催は未達

であり、継続課題である。 

多摩市オリンピック・パラリンピック大学連携協議会の参加は継続し、学生ボランティアの募集等

にも協力している。 

2020 年度は大学行事も軒並み中止となり、協定留学生の往来も叶わなかったこともあり、学内留学

等に学生のための取り組みの検討・実施はできなかった。 

課外活動の対面での実施ができなかったが、Zoom アカウントを 20 団体に付与し、Zoom を用いたオ

ンライン活動の支援を行った。定期的に活動を行っている団体についてはリスト化し、教員へ共有

を行った。今後は、教職員が積極的に関わるような体制を構築できるよう努める予定である。信和

会、恵泉祭実行委員等学生組織との関わりの見直し、留学生会の活性化も継続課題とする。 

大学における校歌斉唱復活に向けて、継続的に検討している。 

 

（イ）就職活動支援  

【目標と概要】 

「就職力」向上と「生涯就業力」の徹底を図り、学生の経済的自立を促し、就職希望者全員の就職を

目指すとともに、生涯にわたって社会に必要とされる人材となるべく、自己研鑽を続けていける学生

を育てる。 

そのために、率と質ともに就職実績を向上させ、在学生や保証人の満足度向上を図るとともに、入試

広報として高校生や高校教員にアピールをする。就職支援の内容と目的を教職員が十分に理解し、学

生本人の意思を尊重しつつ支援を行う。 

 

【報告】 

2021 年卒の就職率は 93.9％、実就職率は 78.1％であった。 

生涯就業力 STEPⅠおよびⅢの授業内で、「大学での学びとキャリア」というテーマで、学生時代に

どのような知識・能力を身につけようとしているのか、目的意識を持って大学生活を送る必要性に

ついて、ポートフォリオと関連付けて説明した。 

生涯就業力 STEPⅥの授業内で、業界研究として 8 社、個別の企業セミナーとして 8 社にご参加いた

だいた。 

就業継続状況等の調査を検討中。 

エアライン集中講座、TOEIC 英文法＆長文対策講座および秘書検定 2級対策講の 3 講座を実施した。 

 

（ウ）卒業後の「生涯就業力」継続支援  

【目標と概要】 

卒業後も「生涯就業力」を身につけていくためのバックアップ体制やプログラムの構築を検討する。 

 

【報告】 

大日向学長が NPO 法人あい・ぽーとステーションの代表理事として実施している「生涯就業力講

座」が都内の子育てひろば「あい・ぽーと」で実施され、本学卒業生も参加することができた。 

 

 

3）社会への発信 

「生涯就業力を磨く」学生、卒業生と、その教育内容を学内外のステークホルダーに具体的に広報し

ていくことで、「生涯就業力を磨く」恵泉ブランドを社会に発信していく。 

また、2019 年度末に設立された「生涯就業力推進センター」を、ブランディング強化に寄与するも

のとして活用する。 
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（ア）インナーブランディング 

【目標と概要】 

教職員・学生が自身の言葉で「恵泉の生涯就業力の意義」を語り、アウターブランディングにも寄与

する。 

そのために、在学生が誇りと自信をもって「生涯就業力」学べるようインナーブランディングに注力

する。 

 

【報告】 

「生涯就業力」というキーワードについて、FDSD 研修会、職員 SD 研修会、入学式・卒業式をはじめ

とする学内行事、保証人懇談会などあらゆる行事で必ず説明が行われていることにより、学内教職

員には認知から理解へと進展していっている。 

2019 年度入学式より、式後に学長が保証人席にて「生涯就業力」およびその育成プランについて、

短時間であるが説明の時間を設けている。2020 年度はコロナ禍により入学式が 9 月となったが、説

明の時間を持つことができた。 

学長室での意思決定を教授会・SD 研修などを通して大日向学長自ら説明する時間を設け情報共有に

努めた。特に、職員への説明は「連絡会議」、「自己点検・評価勉強会」それぞれにおいて毎月 1回

必ず大日向学長も参加し情報共有を行った。 

「生涯就業力 STEP」科目は 2020 年度から専任教員 7 人のコアメンバーと専任教員のファシリテー

ターで授業展開を行った。各教員が学生に「生涯就業力」の周知・徹底を図ることができた。 

学生のための自校教育は「生涯就業力 STEP」科目を通じて行っているが、新任教職員のための自校

研修機会の開催は今後の課題である。 

学生表彰は成績によるものと、「生涯就業力」の観点から表彰するものを全学的に実施できた。 

卒業生の状況調査（情報収集）および在学生の学年末アンケートによる「生涯就業力」ブランドの状

況把握は今後の課題である。 

「卒業生の生涯就業力」冊子発行は第 2 冊までとし、今後は「生涯就業力ブランドブック」の作成

を行う。 

卒業生に対する就職・転職支援の拡充については継続検討していく。 

 

（イ）アウターブランディング 

【目標と概要】 

社会的認知度のアップと存在意義を確立し、インナーブランディングにも寄与する。 

社会的に評価されてきた教育実践プログラムを体系化し、「生涯就業力」というブランド名でのアウ

ターブランディングに努める。 

 

【報告】 

「生涯就業力推進センター」設立することができた。7 名のアドヴァイザリー・ボードメンバーを本

学客員教授（無報酬）として迎え、広報活動への展望を確認することができた。今後は「恵泉の生涯

就業力」の社会的認知度を上げ普及させるために、恵泉の「生涯就業力」の意義を認めていただき、

かつ女性活躍時代における恵泉教育の意義について広く社会に発信していただく。 

2021 年度は客員教授に学内のさまざまな行事等にも適宜参画してもらい、学生への奨励にも貢献し

ていただく予定である。生涯就業力カリキュラム完成、世界大学インパクトランキング SDGs の 4 と

5 での国内 1 位、世界大学ランキング（日本版）国際性での首都圏女子大 5 年連続１位と合わせて、

アウターブランディングの基礎を確かなものとしていく。 

情報発信する各種媒体において、校章使用の推進をしている。2019 年度から始めた校章貸与制度は

継続する。 
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河井道研究プロジェクト発足は継続検討していく。   

高大連携の充実、特に恵泉中高との連携強化は継続して行っていきたい。 

スプリングフォーラムの実施はコロナ禍にあってかなわなかったが、2021年度はオンライン併用も 

視野に入れて企画していきたい。 

 

（ウ）地域貢献活動 

【目標と概要】 

東京都西部を中心とした狭義の地域貢献活動から、グローバルな視点とフィールドを捉え、恵泉女学

園大学を広義の地域貢献活動のプラットフォームとして展開していく。また、この取り組みが大学の

ブランディングへ寄与することをも目指す。 

そのために、社会のニーズに応える大学としての在り方を見直しながら、行政・さまざまな社会資源

・企業等との連携のもとで、新たな価値を創造する CSV活動（Creating Shared Value）として、

恵泉独自の力の発揮を検討する。 

 

【報告】 

CSV（Creating Shared Value）プロジェクトを立ち上げ本学の SDGs 活動の確認、体系化に取り組み

始めることができたが、一方地域貢献活動においてはコロナ禍もあり、あまり進めることができな

かったのが現状である。 

現状の地域貢献活動の精査と可視化については引き続き課題である。 

新たな取り組みとして多摩市・NPO 法人あい・ぽーとステーションとの共催「子育て支援員・保育士

養成研修」を 2021 年 2～3 月に実施することができた。全受講生 51 名の内、本学学生 36 名であっ

た。研修終了後は、学生は多摩市の保育園等において有償の活動が可能となる。 

新潟県・当間の花壇管理を園芸センターから引き継ぎ、ブランディングに貢献した。 

長期的視野で生涯就業力プログラムの拡大と普及を図ることを引き続き目指したい。 

 

（エ）教育成果の発信 

【目標と概要】 

入試広報・大学広報・学園広報の重要な要素として、広報との相乗効果を図る。 

そのために、「生涯就業力」教育課程の進捗状況および成果を可視化する。 

 

【報告】 

「生涯就業力」追跡調査実施と結果把握に関して 2020 年度は進められなかったが、2021 年度は「長

期タイ FS」を経験した卒業生を対象に実施していきたい。その後、対象を変え小規模で実施してい

き最終的には対象を拡げて、卒業後 3 年、5 年、10 年等に実施したい。 

文科省におけるインターンシップ表彰への取組みや、世界インパクトランキング SDGs、世界大学ラ

ンキング日本版（国際性）入賞など外部評価の積極的発信に努めた。学内の学生に向けても発信し、

学生の自信にもつなげることができた。 

海外協定校や国内外の諸団体・地域社会と連携した教育活動の展開の発信については、引き続き意

識して行っていきたい。 

 恵泉祭はコロナ禍で中止となったが、2021 年度以降もゼミ発表の必修化は検討していきたい。 

海外学生対象の日本語教育プログラム：サマープログラムはコロナ禍のため中止となったが、韓国

聖公会大学とウィンタープログラムをオンラインで実施することができた。プログラム終了後に公

式ウェブサイト等においてその成果を積極的発信していく。 
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（オ）研究成果の発信 

【目標と概要】 

研究こそが「生涯就業力」に繋がっていることを示す。 

そのために、生涯就業力を身につけさせるに十分な「教員の研究力」があることを発信する。 

 

【報告】 

情報公開を求められている教員に関する各情報の公開遵守として、リポジトリやリサーチマップの

活用、公式ウェブサイトへの各種データ掲載を適宜行ってきた。 

情報発信方法の工夫は継続的に行っていきたい。  

「生涯就業力」シンポジウムについては、2020 年度は開催が叶わなかったが、2021 年度夏頃に生涯

就業力推進センターを中心として全学的に実施していきたい。 

 

 

4）継続と発展 

上記 1)2)3)の検証として各年度数的評価を主として行い PDCAサイクルにより改善していく。 

その結果入学定員を確保し収支のバランスを図り、2023 年度より大学単体での黒字経営を実現する。 

 

（ア）入試広報（学生募集） 

【目標と概要】 

財政状況を改善するために、引き続き入学者の確保に努める。 

そのために、継続的に恵泉ブランド「生涯就業力」を一層フォーカスすることに努め、より自信をも

って、高校生や保護者、高校教員に向けてわかりやすく「生涯就業力」を前面に打ち出した広報に努

める。  

 

【報告】 

経営企画会議（入試募集）とアドミッションセンター、入試広報室で連携し、入試募集対策は毎週見

直し進めてきた。2020 年度（2021 年度入試）の結果として 224名の入学者であった。 

コロナ禍の中、来校型に加えてオンライン型の OCを開催し、個別相談を積極的に行った。 

特に 8 月以降の個別相談に力を入れて来校型、オンライン型、日時を問わず受験生の希望予約制に

して対応していった。受験生の満足度は高かったと感じられた。 

 

（イ）収支バランスと財務計画 

【目標と概要】 

そのために、継続して学生・学修支援において退学者ゼロを目指す取り組みを行うとともに、極力経

費削減に努める。2021 年度は黒字化を図る。 

 

【報告】 

コロナ禍の中、見通しがつかない状況ではあったが、極力不要な支出は抑える努力を行った。また、

オンライン授業に切り替えたことによる経費増大と減少のバランスを計算し、結果減少となった約

2,400 万円を原資とし、学生一人当たり 18,000 円の特別奨学金を 12 月末に支給した。 

退学者ゼロプロジェクトを継続していく。 

現段階で 2022 年度以降の改組予定はない。引き続き財政状況と学生募集状況により改組の可能性も

視野に入れておく。 
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（ウ）教職員数と人件費 

【目標と概要】 

人件費を極力抑える一方、適切な人数は確保する。そのために、大学は人で成り立っていることを再

認識したうえで、既存の発想を抜本的に見直し、現状に見合った適材適所の配置等に配慮し、教職員

一人ひとりが能力を発揮できる機会、体制を常に整えていく。 

 

【報告】 

教員の勤怠管理については、緊急事態宣言発令期間を除き、火曜日と木曜日の出勤を徹底して行っ

た。事情により出校できない場合には必ず休暇届を提出することを徹底した。オンライン授業、オ

ンライン会議も含めて教員週 4 日出勤体制は確立されてきた。 

職員残業時間の見直しは継続課題である。フレックスタイム制度等は検討したが、現実にそぐわず

実施していない。代わりに状況に応じて時差出勤制度を活用していく。 

教員採用を計画的に行った。職員補充についても、20～30代の専任職員を採用した。 

職務分掌を見直し、事務局において地域連携室と研究機構事務室を庶務課に統合した。 

「教員ポイント手当」を導入した。 

 

（エ）ガバナンス体制 

【目標と概要】 

大学組織としての目標および教職員個々人の目標達成に寄与する、学長をはじめとする学長室リー

ダーシップの発揮。 

Ｖ字回復遂行を目指し、あらゆる分野において従前とは異なる抜本的な改革案の提示とそれを実行

に移す強力なガバナンス体制を確立する。教職員の合意とやる気を喚起する形で、学長をはじめとす

る学長室のトップダウン的機能とボトムアップ的機能のバランスを保ったガバナンス体制の構築を

目指す。 

 

【報告】 

大日向学長のリーダーシップのもと、法人、中高との連携を図ってきた。中期計画を 2019 年度作成

以来、教授会、FDSD 研修会、SD 研修会等のあらゆる機会で中期計画、年度ごとの事業計画を共有し

ている。 

保証人会は社会状況を鑑みてオンラインで春学期中、夏季休暇期間中の 2回実施した。 

春学期はキャリアガイダンスを中心に行い、夏期休暇中は秋学期からの対面授業開始に関して事前

質問を受け付け、その回答対応を中心に行った。 

保証人会メーリングリストへお知らせを毎月 1 回配信した。そのほか、保証人への情報共有を図る

方法の一つとして、大学公式ウェブサイトに ID・PW つきでアクセスする「在学生・保証人ページ」

を開設し、大学の方針・スケジュールや学内資料の掲載等を行った。 

大日向学長の 2016 年度就任以来、多くの大学改革を実施してきた現状に合わせて、大学関連の規程

を全て見直した。特に、規程の改廃組織、最終決定組織として経営企画会議を位置付けた。組織図は

実態に沿って作成している。 

ハラスメント防止については職員の課長代理以上を対象にオンライン研修を実施、危機管理（防災

防犯体制、訓練）等は安全衛生管理委員会を中心に検討、必要事項を実施している。 

地域と連携した防災体制の整備については南野校舎売却により本学の役割が変化したが、防災倉庫

の移設等、適切に対応をしている。 

人財育成と合わせた職員の人事考課の導入については今後の課題である。 
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（オ） PDCAサイクルの確立 

【目標と概要】 

各年度で策定した事業計画を、必要な改善や軌道修正を加えながら中期計画を確実に実施していく

体制を作る。 

引き続き PDCA の Cを確実に行い、実質的に Aを実施できるようにする。 

 

【報告】 

2019 年度中期計画を作成以来、自己点検・評価委員会で定めた評価活動計画に沿って、第三者評価

の視点を取り入れながら、PDCA サイクルが回り始めている。 

中期計画を基に、各年度の事業計画を作成し、同時に予算計画、立案。毎月事業計画進捗状況報告書

を作成し、事業実行と予算執行を行っている。12 月、1 月にかけて事業計画を総括し、翌年の予算

計画を立案したうえで翌年度の事業計画を作成している。2019 年度、2020 年度は 2019 年度作成の

中期計画とほぼ同じ内容であったが、2021 年度の事業計画は 2 年経過の現状を見直し、よりシンプ

ルにして教職員が日々認識できるものとなるような事業計画となるように見直す必要がある。また、

意識的に数値目標を多く取り入れ、客観的に自己点検・評価できるものとしていきたい。 

IR 活動は引き続き積極的に推進していきたい。入学、履修、成績、就職、卒業後の活躍を体系的に

数値化、可視化していき、生涯就業力のエビデンスとともに恵泉のステークホルダーに共有してい

きたい。 

卒業生（修了生）アンケートの継続的調査は前述した通り、数年かけて生涯就業力育成成果の検証

方法の一つとして、卒業後 3 年目、5 年目、10 年目となる卒業生などを対象としていきたい。 

 

（カ）人財の育成（FD･SD 研修会） 

【目標と概要】 

恵泉にかかわる教職員全員が、学生の「生涯就業力」を育成するための力を備えた人材となる。特に、

教員は個々の研究と授業・学修支援・教育の充実をはじめ、それらが「生涯就業力」にいかにつなが

るのかを主体的に検証する必要がある。 

そのために、教職員には自己研鑽や具体的なスキル習得に向けた学内外の研修の一層の強化に努め

る。また、FDSD 担当者育成のため、役割担当者の学びを支援する計画を策定する。 

 

【報告】 

FDSD 研修会については、「生涯就業力」の教職員自身の理解・認知の真価と定着を図った 2019 年度

に続き、2020 年度も「生涯就業力」をテーマとした。2020 年度は、学生状況をいかに把握し効果的

に対応し恵泉での大学生活に定着させていくか、2019 年度末策定のワークフローや生涯就業力 STEP

授業の検証を交えながら研修を進めていく予定であったが、コロナ禍により「オンライン授業」を

テーマにすることが多く、結果的には全教職員がまず自らの「生涯就業力を磨く」ことを意識する

機会となった。 

教員人事考課制度の第一歩として「教員ポイント手当」を 2020 年度から開始した。今後は研究に対

する評価システムの導入を検討していく必要がある。 

職員育成については、2020 年度より大学事務局長主導で次長とともに、「連絡会議」「自己点検・

評価勉強会」を毎月開催し、学長も毎回参加している。同時に、各部署においては OJT を行ってい

る。各課代表者をメンバーとした「連絡会議」では各部署内の情報共有・連絡体制の円滑化を図るた

めにも、部署間の情報共有と連携を図った。将来的に自己点検・評価作業を担うことになる年代の

職員を対象にした「自己点検・評価勉強会」では、所属部署および事務局全体の業務改善を視野に入

れ、大学運営について学ぶ機会としている。なお、「連絡会議」メンバーによる自己点検・評価勉強

会での発表を通じて、相互の研鑽機会も実施した。人事評価制度に関しては法人事務局と協力して



31 

 

今後検討していく。 

 

（キ）施設設備計画の策定と実施 

【目標と概要】 

教育施設として、特に学生の居場所として、また受験生、卒業生のほか地域、一般の方々などから 

社会的信用を得られる、安全で快適な環境・設備を維持する。 

 そのために、「教育の場」として必要なものと「学生の居場所」として必要なものとのバランスを 

考え、優先順位をつけた年次計画を策定する。 

 

【報告】 

2020 年度は LED 化、空調機冷暖房の入れ替えを中心に順次実施してきた。引き続き、計画立案・実 

施が急務とされる修繕事項の実施をしていきたい。 

教室・学生ラウンジ等々の設備、内装についても今後は整備計画を進めていく。 

学生・教職員の安否登録システム（ANPIC）は有効に機能している。設備面のキリスト教センターの

緊急放送システムの連動は引き続き検討課題である。 

学生の安否確認とともに授業出席確認システムの検討をしていきたい。 

PC の適宜更新は行えた。 

VHS 中心の AV 書庫としていた AV ライブラリーの需要が減少したため閉鎖して、情報ライブラリー

を大学の重要書類を保存する書庫とした。その他、南野キャンパス売却に伴い、大学内の保管庫、倉

庫を大幅に見直し、新たに D 棟の一部を保管庫・倉庫とした。また、この機会に永久保存、10 年保

存、5 年保存等の書類の保存について文書管理規程を基に職員の意識の共有を図り整理整頓の推進

を進めている。 
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３．財務の概要 

（１）決算の概要 

1) 貸借対照表の状況 

    資産の部合計は 15,357,269 千円で、昨年度末に比べ 147,055 千円減少した。また、負債の部合計は

1,307,384 千円で、昨年度末に比べ 186,955 千円減少した。その結果、純資産は 14,049,885 千円で、前

年度末に比べ 39,900 千円増加した。主な増減内容は次のとおり。 

① 有形固定資産 

世田谷キャンパス隣接地の購入により、土地 212,864 千円が増加した。その他の有形固定資産の取

得は 272,369 千円、他方、減価償却額は 264,856 千円であり、その他の更新資産の除却等の結果、

有形固定資産全体では 216,670 千円増加した。 

② 特定資産 

特定資産の繰り入れ・取り崩し方法に変更はなく、特定資産全体としては 29,403 千円の増加となっ

た。 

基本金対象の特定資産の増減はない。 

③ その他の固定資産 

奨学貸付金の回収等により、1,993 千円減少した。 

④ 流動資産 

現金預金は 279,087 千円減少し 1,649 百万円となった。流動資産は前年度に比べ 391,135 千円減

少し、1,697 百万円となった。主な要因としては、土地購入や施設設備の更新による現金預金の減少

と、未収入金の減少である。特定資産、現金預金、有価証券等、学園の金融資産は、約 5,193 百万

円となった。 

⑤ 借入金 

借入金は、世田谷校舎建築資金借入金 138,895 千円の返済を行い、2020 年度末の借入金残高は

166,630 千円となった。 

⑥ 基本金 

土地の購入の他、空調・情報機器の更新等に係る取得から、更新資産の除却を除いた第 1 号基本

金の増加は 292,481 千円である。第 2 号基本金、第 3 号基本金、第 4 号基本金の増減はない。 

⑦ 繰越収支差額 

学園の純資産は 39,900 千円の増加であった。翌年度繰越支出超過額は 4,467 百万円となった。 

 

2) 収支計算書の概要 

  資金収支計算書 

□収入の部 

収入合計は収入の部合計 4,894 百万円から繰越資金 1,928 百万円を除いた 2,966 百万円で、今年度

予算(5,244 百万円－1,928 百万円＝3,316 百万円）に対して 350 百万円減少、昨年度実績 4,356 百万円

（5,234 百万円－878 百万円）に対して 1,390 百万円増加した。減少の主な要因は、予算比では資産運用

にかかわる売却収入を実施しなかったことであり、昨年度実勢比では昨年度は校地の売却収入があった

ことによる差異である。 

□支出の部 

支出合計は支出の部合計 4,894 百万円から繰越資金 1,649 百万円を除く 3,245 百万円で、今年度予

算（5,244 百万円－1,343 百万円＝3,901 百万円）に対して 656 百万円減少、前年度実績（5,234 百万円

－1,928 百万円＝3,306 百万円）に対しては 61 百万円減少した。予算比に対する大幅な減少は、資産運

用及び施設設備更新を 2021 年度に繰り延べたことによる。 
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  事業活動収支計算書 

□事業活動収入の部 

事業活動収入計は 2,826 百万円で、今年度予算と同額、前年度決算値に対しては、104 百万円減少し

た。 

① 学生生徒納付金収入は、前年に比べ大学は 104 百万円の増加、中高は 13 百万円の減少となり、法

人全体では 91 百万円円の増加となった。 

② 経常費等補助金収入に関しては、大学は昨年度比 76 百万円増加し、中高は 12 百万円の増加とな

り、法人全体では 88 百万円の増加であった。 

③ 雑収入の昨年度比 137 百万円の減少は、退職資金収入の減少が主因である。 

④ 特別収入のその他の特別収入は施設設備に係る補助金収入である。 

□事業活動支出の部 

事業活動支出合計は 2,786 百万円で、今年度予算に対して 196 百万円減少、前年度決算値に対して

は、175 百万円減少した。 

① 人件費については、昨年度比 139 百万円減少しているが、そのうち 130 百万円は退職金関係であり、

退職金の支給に大きく影響されるものである。 

② 教育研究経費は前年度比 21,425 千円減少した。内訳については、コロナ禍による説明が可能である

が差異の目立つ費目がある。教育研究活動が制限されたことにより、旅費交通費・光熱水費・報酬委

託手数料等は大幅に減額となった。逆に、オンライン授業展開や学修支援（授業料無償化対応や学

費一部還元）のために消耗品・奨学費等は昨年度から倍増に近い増加となり、教育研究経費の前年

度比はその増減の結果である。 

③ 管理経費も教育研究経費と同様にコロナ禍環境の影響を受け抑制的になったため、前年度比 18,982

千円の減少であった。 

   □収支差額 

 以上の結果、教育活動収支差額は 2020 年度実績で 17,297 千円のマイナス、これに教育外活動収支を

含めた経常収支差額は 8,584 千円のマイナス、これに特別活動収支を加えた基本金組入前当年度収支

差額は 39,900 千円のプラスとなった。基本金組入は、292,481 千円であり、前年度比 171,827 千円の減

少となった。 

 基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を控除した当年度収支差額は 252,581 千円のマイナ

スである。 
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2020 年度決算概要 

貸借対照表                           2021 年 3 月 31 日

 

  

(単位　円)

科目

固定資産 ( 13,660,658,537 ) ( 13,416,578,795 ) ( 244,079,742 )

有形固定資産 < 10,097,305,371 > < 9,880,635,129 > < 216,670,242 >

土地 5,100,148,203 4,887,284,203 212,864,000

建物 3,604,531,802 3,620,114,920 △ 15,583,118

構築物 73,655,469 51,530,588 22,124,881

教育研究用機器備品 272,229,716 265,860,655 6,369,061

管理用機器備品 18,939,553 21,512,353 △ 2,572,800

図書 1,015,055,405 1,014,568,759 486,646

車両 12,745,223 19,763,651 △ 7,018,428

特定資産 < 3,356,527,198 > < 3,327,124,498 > < 29,402,700 >

退職給与引当特定資産 471,219,000 461,019,000 10,200,000

減価償却引当特定資産 1,543,150,000 1,513,850,000 29,300,000

教育充実資金引当特定資産 344,842,467 340,752,467 4,090,000

特別奨学金引当特定資産 58,116,550 69,499,400 △ 11,382,850

恵泉フェロシップ引当特定資産 78,470,479 80,470,479 △ 2,000,000

ﾐﾁｶﾜｲｸﾘｽﾁｬﾝﾌｪﾛｼｯﾌﾟ引当特定資産 29,342,000 29,275,000 67,000

河井奨学金引当特定資産 194,386,702 195,258,152 △ 871,450

第２号基本金引当特定資産 237,000,000 237,000,000 0

第３号基本金引当特定資産 400,000,000 400,000,000 0

その他の固定資産 < 206,825,968 > < 208,819,168 > < △ 1,993,200 >

電話加入権 2,610,797 2,610,797 0

敷金 0 79,000 △ 79,000

保証金 100,000 200,000 △ 100,000

有価証券 187,523,001 187,523,001 0

奨学貸付金 16,329,100 18,143,300 △ 1,814,200

預託金 263,070 263,070 0

流動資産 ( 1,696,610,901 ) ( 2,087,745,780 ) ( △ 391,134,879 )

現金預金 1,648,564,012 1,927,651,331 △ 279,087,319

未収入金 47,112,176 159,390,049 △ 112,277,873

仮払金 156,693 293,730 △ 137,037

前払金 778,020 410,670 367,350

資産の部合計 15,357,269,438 15,504,324,575 △ 147,055,137

負債の部

科目

固定負債 ( 766,017,109 ) ( 873,777,118 ) ( △ 107,760,009 )

長期借入金 55,540,000 166,630,000 △ 111,090,000

退職給与引当金 710,477,109 707,147,118 3,329,991

流動負債 ( 541,366,621 ) ( 620,561,842 ) ( △ 79,195,221 )

１年以内返済予定長期借入金 111,090,000 138,895,000 △ 27,805,000

未払金 28,154,035 47,820,569 △ 19,666,534

前受金 279,190,000 337,495,000 △ 58,305,000

預り金 122,932,586 96,351,273 26,581,313
負債の部合計 1,307,383,730 1,494,338,960 △ 186,955,230

純資産の部

科目

基本金 ( 18,516,754,525 ) ( 18,224,273,642 ) ( 292,480,883 )

第１号基本金 17,649,754,525 17,357,273,642 292,480,883

第２号基本金 237,000,000 237,000,000 0

第３号基本金 400,000,000 400,000,000 0

第４号基本金 230,000,000 230,000,000 0

繰越収支差額 ( △ 4,466,868,817 ) ( △ 4,214,288,027 ) ( △ 252,580,790 )

翌年度繰越収支差額 △ 4,466,868,817 △ 4,214,288,027 △ 252,580,790

純資産の部合計 14,049,885,708 14,009,985,615 39,900,093

負債及び純資産の部合計 15,357,269,438 15,504,324,575 △ 147,055,137

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減
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資金収支計算書

□収入の部 （単位：千円）

(A) - (B) 2019年度 （Ｂ）－（Ｃ）
予算（Ａ） 決算（B） 今年度予算差異 決算（C） 前年度決算差異

学生生徒等納付金収入 1,972,979 2,000,944 -27,965 1,909,675 91,269

手数料収入 34,500 49,116 -14,616 58,958 -9,842

寄付金収入 35,050 36,774 -1,724 37,972 -1,198

補助金収入 628,600 641,308 -12,708 542,949 98,359

国庫補助金収入 167,152 165,361 1,791 80,717 84,644

地方公共団体補助金収入 389,830 403,647 -13,817 398,028 5,619

東京都私学財団補助金収入 71,618 72,300 -682 64,204 8,096

資産売却収入 300,000 0 300,000 1,563,380 -1,563,380

付随事業・収益事業収入 86,530 46,490 40,040 84,366 -37,876

受取利息・配当金収入 10,100 12,197 -2,097 12,548 -351

雑収入 57,713 36,944 20,769 174,029 -137,085

借入金収入 0 0 0 0 0

前受金収入 314,945 279,190 35,755 337,495 -58,305

その他の収入 263,332 248,614 14,718 169,185 79,429

資金収入調整勘定 -386,842 -385,224 -1,618 -534,041 148,817

前年度繰越支払資金 1,927,651 1,927,651 0 878,051 1,049,600

収入の部合計 5,244,558 4,894,004 350,554 5,234,567 -340,563

□支出の部

人件費支出 1,636,816 1,633,460 3,356 1,798,182 -164,722

教職員人件費支出 1,570,348 1,595,739 -25,391 1,605,063 -9,324

退職金支出 66,468 37,721 28,747 193,119 -155,398

教育研究経費支出 623,893 586,092 37,801 554,844 31,248

管理経費支出 352,546 287,169 65,377 309,765 -22,596

借入金等利息支出 3,484 3,484 0 5,645 -2,161

借入金等返済支出 138,895 138,895 0 166,644 -27,749

施設関係支出 508,389 416,549 91,840 127,706 288,843

設備関係支出 102,015 66,535 35,480 98,743 -32,208

資産運用支出 429,673 93,121 336,552 263,998 -170,877

その他の支出 48,421 48,699 -278 29,765 18,934

予備費 87,860 0 87,860 0 0

資金支出調整勘定 -30,349 -28,564 -1,785 -48,376 19,812

翌年度繰越支払資金 1,342,916 1,648,564 -305,648 1,927,651 -279,087

支出の部合計 5,244,559 4,894,004 350,555 5,234,567 -340,563

科　　　目
2020年度
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活動区分資金収支計算書 (単位　円)

学生生徒等納付金収入 2,000,943,650

手数料収入 49,116,312

特別寄付金収入 35,685,915

一般寄付金収入 1,088,000

経常費等補助金収入 591,736,819

付随事業収入 46,490,040

雑収入 36,844,209

教育活動資金収入計 2,761,904,945

人件費支出 1,633,459,566

教育研究経費支出 586,092,110

管理経費支出 287,169,587

教育活動資金支出計 2,506,721,263

差引 255,183,682

調整勘定等 33,405,424
教育活動資金収支差額 288,589,106

施設設備補助金収入 49,571,500

減価償却引当特定資産取崩収入 26,000,000

施設整備等活動資金収入計 75,571,500

施設関係支出 416,548,944

設備関係支出 66,535,360

減価償却引当特定資産繰入支出 55,300,000

施設整備等活動資金支出計 538,384,304

差引 △ 462,812,804

調整勘定等 △ 3,277,500

施設整備等活動資金収支差額 △ 466,090,304

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） △ 177,501,198

退職給与引当特定資産取崩収入 14,300,000

特別奨学金引当特定資産取崩収入 17,039,850

恵泉ﾌｪﾛｼｯﾌﾟ引当特定資産取崩収入 2,000,000

河井奨学金引当特定資産取崩収入 4,379,000

敷金戻入収入 79,000

預り金収入 26,581,313

奨学貸付金回収収入 1,801,200

保証金戻入収入 100,000

仮払金収入 137,037

　　小計 66,417,400

受取利息・配当金収入 12,197,444

過年度修正収入 100,000

その他の活動資金収入計 78,714,844

借入金等返済支出 138,895,000

退職給与引当特定資産繰入支出 24,500,000

教育充実資金引当特定資産繰入支出 4,090,000

特別奨学金引当特定資産繰入支出 5,657,000

ﾐﾁｶﾜｲｸﾘｽﾁｬﾝﾌｪﾛｼｯﾌﾟ引当資産繰入支出 67,000

河井奨学金引当特定資産繰入支出 3,507,550

奨学貸付金支出 100,000

　　小計 176,816,550

借入金等利息支出 3,484,415

その他の活動資金支出計 180,300,965

差引 △ 101,586,121

調整勘定等 0
その他の活動資金収支差額 △ 101,586,121

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） △ 279,087,319

前年度繰越支払資金 1,927,651,331

翌年度繰越支払資金 1,648,564,012

支

出

施
設

整
備

等
活
動

に
よ

る
資

金
収

支

科　　　目 金額

科　　　目 金額

収

入

支
出

そ

の
他

の
活
動

に
よ

る
資

金
収

支

収
入

教

育
活

動
に

よ
る
資

金
収

支

科　　　目 金額

収
入

支
出
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事業活動収支計算書 （単位：千円）

(A) - (B) 2019年度 （Ｂ）－（Ｃ）
予算（Ａ） 決算（B） 今年度予算差異 決算（Ｃ） 前年度決算差異

学生生徒等納付金 1,972,979 2,000,944 -27,965 1,909,675 91,269

手数料 34,500 49,116 -14,616 58,958 -9,842

寄付金 35,050 36,775 -1,725 38,547 -1,772

経常費等補助金 587,446 591,737 -4,291 504,150 87,587

国庫補助金 164,716 158,178 6,538 76,244 81,934

地方公共団体補助金 389,830 402,555 -12,725 395,791 6,764

東京都私学財団補助金 32,900 31,004 1,896 32,115 -1,111

付随事業収入 86,530 46,490 40,040 84,366 -37,876

雑収入 57,713 36,844 20,869 174,029 -137,185

教育活動収入計 2,774,218 2,761,906 12,312 2,769,725 -7,819

人件費 1,676,552 1,636,790 39,762 1,776,054 -139,264

教職員人件費 1,570,348 1,595,740 -25,392 1,605,062 -9,322

退職給与引当金 91,803 30,004 61,799 99,677 -69,673

退職金 14,401 11,046 3,355 71,315 -60,269

教育研究経費 856,406 827,762 28,644 806,338 21,424

管理経費 374,298 310,727 63,571 329,708 -18,981

徴収不能額等 3,924 3,924 0 4,682 -758

教育活動支出計 2,911,180 2,779,203 131,977 2,916,782 -137,579

教育活動収支差額 -136,962 -17,297 -119,665 -147,057 129,760

受取利息 10,100 12,197 -2,097 12,548 -351

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入計 10,100 12,197 -2,097 23,583 -11,386

借入金等利息 3,484 3,484 0 5,645 -2,161

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 3,484 3,484 0 7,806 -4,322

教育活動外収支差額 6,616 8,713 -2,097 6,903 1,810

経常収支差額 -130,346 -8,584 -121,762 -140,154 131,570

資産売却差額 0 0 0 106,936 -106,936

その他の特別収入 41,954 52,191 -10,237 40,597 11,594

特別収入計 41,954 52,191 -10,237 147,533 -95,342

資産処分差額 3,707 3,707 0 38,788 -35,081

その他の特別支出 0 0 0 0 0

特別支出計 3,707 3,707 0 38,788 -35,081

特別収支差額 38,247 48,484 -10,237 108,745 -60,261

〔予備費〕 64,308 0 64,308 0 0

基本金組入前当年度収支差額 -156,407 39,900 -196,307 -31,410 71,310

基本金組入額合計 -311,051 -292,481 -18,570 -120,654 -171,827

当年度収支差額 -467,458 -252,581 -214,877 -152,064 -100,517

前年度繰越収支差額 -4,214,288 -4,214,288 0 -5,702,349 1,488,061

基本金取崩額 0 0 0 1,640,124 -1,640,124

翌年度繰越収支差額 -4,681,746 -4,466,869 -214,877 -4,214,288 -252,581

（参考）

事業活動収入計 2,826,272 2,826,294 -22 2,929,806 -103,512

事業活動支出計 2,982,679 2,786,394 196,285 2,961,215 -174,821

収
入

支
出

特
別
収
支

2020年度

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　目

事
業
活
動
支
出
の
部

収
入

支
出

教
育
活
動
外
収
支
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(2) 経年（5 年）比較

 

 

 

 

①貸借対照表の推移
（単位：百万円）

2016 2017 2018 2019 2020
年度 年度 年度 年度 年度

固定資産 14,859 14,727 14,795 13,417 13,660
有形固定資産 11,682 11,422 11,419 9,881 10,097

土 地 6,245 6,245 6,245 4,887 5,100
建 物 ・ 構 築 物 4,163 3,920 3,857 3,672 3,678
教 育 研 究 機 器 備 品 212 192 250 266 272
図 書 1,033 1,039 1,043 1,015 1,015
そ の 他 29 26 24 41 32

特定資産 3,070 3,204 3,254 3,327 3,356
退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 413 416 424 461 471
第2号基本金引当特定資産 237 237 237 237 237
第3号基本金引当特定資産 400 400 400 400 400
そ の 他 2,020 2,151 2,193 2,229 2,248

その他の固定資産 107 101 122 209 207
有 価 証 券 65 65 88 188 188
収 益 事 業 元 入 金 10 10 10 0 0
そ の 他 32 26 24 21 19

流動資産 1,621 1,369 927 2,087 1,697
現 金 預 金 1,447 1,244 878 1,927 1,649
有 価 証 券 0 0 0 0 0
そ の 他 174 125 49 160 48

資産の部合計 16,480 16,096 15,722 15,504 15,357
固定負債 1,403 1,207 1,035 874 766

長 期 借 入 金 639 472 306 167 56
退 職 給 与 引 当 金 764 735 729 707 710
長 期 未 払 金 0 0 0 0 0

流動負債 536 580 646 620 541
一年以内返済長期借入金 167 167 167 139 111
前 受 金 256 294 372 337 279
そ の 他 113 119 107 144 151

負債の部合計 1,939 1,787 1,681 1,494 1,307
基本金 19,586 19,541 19,743 18,224 18,517

1 号 基 本 金 18,719 18,674 18,876 17,357 17,650
2 号 基 本 金 237 237 237 237 237
3 号 基 本 金 400 400 400 400 400
4 号 基 本 金 230 230 230 230 230

繰越収支差額 -5,045 -5,232 -5,702 -4,214 -4,467
純資産の部合計 14,541 14,309 14,041 14,010 14,050

16,480 16,096 15,722 15,504 15,357

<参考>
4,582 4,513 4,220 5,442 5,193

8,272 8,488 8,693 8,711 8,787
11 4 6 5 1
0 0 0 0 0

負
債
の
部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　　　　項目

資
産
の
部

純
資
産
の
部

基 本 金 未 組 入 額

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

金 融 資 産

減 価 償 却 額 の 累 計 額
徴 収 不 能 引 当 金
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②資金収支計算書の推移

収入の部 （単位：千円）

学生生徒納付金収入 2,128,629 1,841,267 1,778,310 1,909,675 2,000,944

手数料収入 40,330 40,176 44,618 58,958 49,116

寄付金収入 48,759 44,120 49,983 37,972 36,774

補助金収入 525,590 480,549 517,894 542,949 641,308

資産売却収入 200,000 200,013 165,909 1,563,380 0

付随事業・収益事業収入 82,083 70,744 70,558 84,366 46,490

受取利息・配当金収入 17,851 13,130 11,827 12,548 12,197

雑収入 177,212 144,465 84,353 174,029 36,944

借入金収入 222,244 0 0 0 0

前受金収入 256,400 293,630 372,190 337,495 279,190

その他の収入 569,440 233,648 178,198 169,185 248,614

資金収入調整勘定 -459,609 -381,426 -345,335 -534,041 -385,224

前年度繰越支払資金 1,380,291 1,446,687 1,244,454 878,051 1,927,651

5,189,220 4,427,003 4,172,959 5,234,567 4,894,004

支出の部

1,980,523 1,779,100 1,641,323 1,798,182 1,633,460

教育研究経費支出 563,212 531,890 606,060 554,844 586,092

管理経費支出 276,226 274,934 303,555 309,765 287,169

借入金等利息支出 13,017 9,966 7,806 5,645 3,484

借入金等返済支出 388,888 166,644 166,644 166,644 138,895

施設関係支出 13,591 4,425 153,196 127,706 416,549

設備関係支出 42,897 30,103 111,773 98,743 66,535

資産運用支出 451,502 391,374 292,117 263,998 93,121

その他の支出 39,977 31,440 41,681 29,765 48,699

資金支出調整勘定 -27,301 -37,328 -29,248 -48,376 -28,564

翌年度繰越支払資金 1,446,687 1,244,454 878,052 1,927,651 1,648,564

5,189,220 4,427,003 4,172,960 5,234,567 4,894,004

2017年度 2020年度2016年度

収入の部合計

人件費支出

支出の部合計

科　　　目
2019年度2018年度
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③活動区分資金収支計算書の推移 （単位：千円）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

教育活動資金収入計 2,994,883 2,619,456 2,487,850 2,769,149 2,761,905

教育活動資金支出計 2,819,796 2,574,134 2,550,938 2,662,791 2,506,721

差引 175,087 45,322 -63,088 106,359 255,184

調整勘定等 -22,487 82,010 140,411 -132,220 33,405

教育活動資金収支差額 -152,600 127,332 77,323 -25,861 288,589

施設整備等活動資金収入計 13,019 9,379 55,816 1,617,200 75,572

施設整備等活動資金支出計 153,789 135,395 318,370 278,649 538,384

差引 -140,770 -126,016 -262,554 1,338,551 -462,812

調整勘定等 31,679 -244 0 0 -3,278

施設整備等活動資金収支差額 -109,091 -126,260 -262,554 1,338,551 -466,090

43,509 1,072 -185,231 1,312,689 -177,501

その他の活動資金収入計 783,219 279,468 236,273 121,482 78,715

その他の活動資金支出計 760,333 482,773 417,444 384,572 180,301

差引 22,886 -203,305 -181,171 -263,090 -101,586

調整勘定等 0 0 0 0 0

その他の活動資金収支差額 22,886 -203,305 -181,171 -263,090 -101,586

66,396 -202,233 -366,402 1,049,599 -279,087

1,380,291 1,446,687 1,244,454 878,052 1,927,651

1,446,687 1,244,454 878,052 1,927,651 1,648,564

前年度繰越支払資金

翌年度繰越支払資金

科目

小計　　　　（教育活動資金収支差額+
施設整備等活動資金収支差額）

教育活動による資金収支

施設設備等活動による資金収支

その他の活動による資金収支

支払資金の増減額
（小計+その他の活動資金収支差額）
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④事業活動収支計算書の推移 （単位：千円）

学生生徒等納付金 2,128,629 1,841,267 1,778,310 1,909,675 2,000,944

手数料 40,330 40,176 44,618 58,958 49,116

寄付金 49,105 44,708 50,523 38,547 36,775

経常費等補助金 517,889 478,683 470,978 504,150 591,737

付随事業収入 82,083 70,744 70,558 84,366 46,490

雑収入 177,193 145,477 73,403 174,029 36,844

教育活動収入計 2,995,229 2,621,055 2,488,390 2,769,725 2,761,906

人件費 1,952,348 1,751,030 1,635,753 1,776,054 1,636,790

教育研究経費 877,035 806,156 850,093 806,338 827,762

管理経費 298,040 283,883 325,568 329,708 310,727

徴収不能額等 4,931 11,655 4,931 4,682 3,924

教育活動支出計 3,132,354 2,852,724 2,816,345 2,916,782 2,779,203

教育活動収支差額 -137,125 -231,669 -327,954 -147,057 -17,297

受取利息 20,351 22,365 12,632 12,548 12,197

その他の教育活動外収入 0 0 10,951 0 0

教育活動外収入計 20,351 22,365 23,583 12,548 12,197

借入金等利息 13,017 9,967 7,806 5,645 3,484

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 13,017 9,967 7,806 5,645 3,484

教育活動外収支差額 7,334 12,398 15,779 6,903 8,713

経常収支差額 -129,791 -219,270 -312,176 -140,154 -8,584

資産売却差額 20,000 2 0 106,936 0

その他の特別収入 8,558 3,170 47,898 40,597 52,191

特別収入計 28,558 3,172 47,898 147,533 52,191

資産処分差額 5,176 1,421 3,813 38,788 3,707

その他の特別支出 205 14,164 0 0 0

特別支出計 5,381 15,585 3,813 38,788 3,707

特別収支差額 23,177 -12,413 44,086 108,745 48,484

基本金組入前当年度収支差額 -106,614 -231,683 -268,090 -31,409 39,900

基本金組入額合計 -18,004 -8,267 -202,203 -120,654 -292,481

当年度収支差額 -124,618 -239,950 -470,292 -152,063 -252,581

前年度繰越収支差額 -4,945,965 -5,044,837 -5,232,056 -5,702,348 -4,214,288

基本金取崩額 25,746 52,730 0 1,640,124 0

翌年度繰越収支差額 -5,044,837 -5,232,056 -5,702,348 -4,214,288 -4,466,869

2017年度
科　　　　目

2016年度 2019年度2018年度 2020年度

特
別
収
支

収
入

支
出

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出
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（３）主な財務比率 

 

 

（法人合計）
19年度医歯系除

大学法人平均

固 定 資 産 固 定 資 産

構 成 比 率 総 資 産

有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産

特 定 資 産 特 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産

流 動 資 産 流 動 資 産
構 成 比 率 総 資 産

固 定 負 債 固 定 負 債
構 成 比 率 総 負 債 + 純 資 産

流 動 負 債 流 動 負 債
構 成 比 率 総 負 債 + 純 資 産

内 部 留 保 運 用 資 産 - 総 負 債
資 産 比 率 総 資 産

運 用 資 産 運 用 資 産 - 外 部 負 債
余 裕 比 率 経 常 支 出

純 資 産
総 負 債 + 純 資 産

繰 越 収 支 差 額 繰 越 収 支 差 額
構 成 比 率 総 負 債 + 純 資 産

固 定 資 産
純 資 産

固 定 資 産
純 資 産 + 固 定 負 債

流 動 資 産
流 動 負 債

総 負 債
総 資 産

総 負 債
純 資 産

現 金 預 金
前 受 金

退 職 給 与 引 当 退 職 給 与 引 当 特 定 資 産
特 定 資 産 保 有 率 退 職 給 与 引 当 金

基 本 金
基 本 金 要 組 入 額

減価償却累計額（図書を除く）
減価償却資産取得価額（図書を除く）

運 用 資 産
要 積 立 額

人 件 費
経 常 収 入

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息
比 率 経 常 収 入

事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入-基本金組入

額学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入

補 助 金
事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額
経 常 支 出

経 常 収 支 経 常 収 支 差 額
差 額 比 率 経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 資 金 収 支 教 育 活 動 資 金 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

区分 項目 財 務 比 率 算 式

3

2

1

20
年度

89.0 86.7

5

4

5.0 6.9

7

6 3.5 5.3

25.3 26.116.2

10

9 純 資 産 構 成 比 率

8 1.8 1.9

-29.1 -14.9

13

12 固 定 長 期 適 合 率

11 固 定 比 率

313.4 251.8流 動 比 率

20 積 立 率

19 減 価 償 却 費 率 68.8 52.4

51.2 78.5

2 人 件 費 依 存 率

1 人 件 費 比 率 59.0 53.2

4 管 理 経 費 比 率

3

7

6

5 0.1 0.2

104.1 109.1 119.9

0.3

9 寄 付 金 比 率

8

1

11 基 本 金 組 入 率

10 補 助 金 比 率

4.9 3.1

-13.2 -5.3

65.7 59.6

11.0 13.3

21.9 22.4

91.5 87.8

92.2 91.5

97.2 98.7

29.8 33.5

81.8 70.8

11.2 8.9

110.0 107.0

1.4 4.7

1.4 2.1

72.1 75.1

18 基 本 金 比 率 100.0

10.4 -

10.3 10.9

22.7 12.2

9.3

12.214 総 負 債 比 率 8.5

12.0

17 66.3

348.816 前 受 金 保 有 率 590.5

72.1

15 負 債 比 率

97.2

14 -0.6 2.6

-0.3 4.2

13.8

財

政

の

状

態

貸

借

対

照

表

事

業

活

動

収

支

計

算

書

経

営

の

状

況
13

12 減 価 償 却 費 比 率 9.5 11.8

16
年度

90.2

70.9

18.6

9.8

8.5

3.3

16.0

1.2

88.2

-30.6

102.2

93.2

302.5

11.8

13.3

564.2

54.0

70.6

1.6

17.3

0.6

10.7

-4.3

-4.6

5.1

100.0

65.2

47.4

64.7

91.7

29.1

9.9

0.4

-3.5

17
年度

91.5

71.0

19.9

8.5

7.5

3.6

16.9

1.3

100.0

67.1

45.8

66.2

95.1

30.5

10.7

0.4

-8.8

1.3

69.7

1.7

18.2

0.3

10.3

-8.3

-8.8

88.9

-32.5

102.9

94.9

236.2

11.1

12.5

423.8

56.6

100.0

67.7

42.0

65.1

92.0

33.8

13.0

-10.5

19
年度

財務比率表（法人合計） 

70.8

2.0

20.2

7.9

9.4

-12.4

89.3

-36.3

105.4

98.1

143.5

10.7

235.9

58.1

18
年度

94.1

72.6

20.7

5.9

6.6

4.1

90.4

-27.2

95.8

90.1

336.4

9.6

10.7

86.5

63.7

21.5

13.5

5.6

4.0

25.5

1.7

-0.9

100.0

68.6

54.1

63.8

93.0

29.0

11.9

0.2

-1.1

65.2

571.2

105.4

68.6

1.4

18.5

4.1

9.3

-5.0
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（　大学　）

19年度
人文系平均

人 件 費
経 常 収 入

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息
比 率 経 常 収 入

事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入-基本金組入

額学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入

補 助 金
事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額
経 常 支 出

経 常 収 支 経 常 収 支 差 額
差 額 比 率 経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 資 金 収 支 教 育 活 動 資 金 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

（中学・高校合算）

19年度
都高校平均

人 件 費
経 常 収 入

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息
比 率 経 常 収 入

事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入-基本金組入

額学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入

補 助 金
事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額
経 常 支 出

経 常 収 支 経 常 収 支 差 額
差 額 比 率 経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 資 金 収 支 教 育 活 動 資 金 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

8.8

11.3

11.6

24.5

-42.9

-20.0

58.8

18
年度

18
年度

56.3

88.6

27.0

4.8

0.6

74.3

89.2

44.1

23.6

0.0

-42.4

149.3

83.3

1.4 4.0

10.1

6.8

10.7

0.2

-0.3

-

65.9

122.1

11.7

0.5

-0.6

-

28.0

5.4

0.2

1.4

106.1

54.0

2.0

38.7

7.1

80.1

28.7

11.7

0.4

-0.6

108.0

73.5

3 35.6

72.42 人 件 費 依 存 率

17.5

-19.6

0.0

19.3

37.1

90.2

1 人 件 費 比 率 58.8

区分 項目 財務比率算式
20

年度

経

営

の

状

況

事

業

活

動

収

支

計

算

書

-11.86

5 0.0

4 管 理 経 費 比 率

0.7

8 81.3

7 114.5

9 寄 付 金 比 率 0.7

119.6

1 人 件 費 比 率 56.9

20
年度

区分 項目 財務比率算式

58.9 56.3

3 24.3

2 人 件 費 依 存 率 89.595.9

25.1 22.6

89.9

5 0.2

4.64 管 理 経 費 比 率 3.4 4.4

0.7 0.4

5.2

7 101.8

6 16.59.3

102.1 95.1

10.8

89.7

14.0

96.3

17.4

13 -12.3

12 減 価 償 却 費 比 率 9.08.9

-19.1

10.1

-42.4

11 基 本 金 組 入 率 2.4

10 補 助 金 比 率 11.47.1

0.3

5.1

4.6

1.99 寄 付 金 比 率

62.6

2.4

29.1

11.2

8 63.564.5 61.5 63.5

2.0

32.4

10.6

1 26.5

経

営

の

状

況

事

業

活

動

収

支

計

算

書

13 14.0

14 14.0

10.512 減 価 償 却 費 比 率

11 基 本 金 組 入 率

14.3

9.8

25.9

15
年度

63.3

82.5

30.0

12.9

0.0

-6.5

112.4

76.7

1.0

10.0

5.3

9.3

-6.7

-7.1

-11.0

15
年度

59.5

95.1

27.0

1.2

31.4

-19.6

-13.0

16
年度

52.5

81.3

26.8

4.4

1.0

15.7

2.3

29.8

11.3

14.0

15.4

16.1

14.9

17
年度

17
年度

72.7

90.2

37.4

18.1

0.0

-30.2

130.2

80.6

1.0

5.5

0.0

10.0

-29.2

-29.6

-5.1

11.3

16
年度

72.8

94.4

31.6

14.4

0.0

-19.2

119.6

77.1

19
年度

19
年度

財務比率表（部門別）

2.1

29.0

0.6

10.8

10.98.9

18.0

14

-3.2

-12.6

1

10 補 助 金 比 率 33.5

70.2

-22.7

-27.2

-26.9

9.3

0.0

5.4

1.2

77.8

21.8

15.6

15.5

9.6

8.2

31.6

1.5

62.6

89.9
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（４）有価証券の状況 

 
 

(5)借入金の状況 

  ①長期借入金 

   （借入先）                   借入残高         利率       返済期限      担保等   

   日本私立学校振興・共済事業団   55,540 千円     1.3%      2022 年 9 月  土地・建物 

 

            合計        55,540 千円 

 

 ②短期借入金              111,090 千円 

    

   □借入金期末残高           166,630 千円（①+②） 

  

 ①　総括表

488,023,000

（ 488,023,000 ） （ ） （ ）

600,148,000

（ 600,148,000 ） （ ） （ ）

1,088,171,000

（ 1,088,171,000 ） （ ） （ ）

1

1,088,171,001

　②　明細表 (単位　円）

1,088,171,000

-

-

-

1,088,171,000

1

1,088,171,001

時価のない有価証券

有価証券合計

時　　　　価

593,620,000

差　　　　額

△ 6,528,000

3,071,177

△ 3,456,8231,084,714,177

（うち満期保有目的の債券）

貸借対照表計上額

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

当 年 度　（ ２０２1 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

（単位　 円）

合　　　　　　　計 1,084,714,177

491,094,177

491,094,177

593,620,000 △ 6,528,000

3,071,177

（うち満期保有目的の債券）

△ 3,456,823

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

（うち満期保有目的の債券）

時価のない有価証券

有価証券合計

当 年 度　（ ２０２1 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

合　　　　　　　計 1,084,714,177 △ 3,456,823

株式 - -

貸付信託 -

投資信託 - -

種類

債券 1,084,714,177 △ 3,456,823

-
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(6)寄付金の状況

 

 

円

募金テーマ 20年度目標 20年度配分 備　考

大学 奨学金のために 2,000,000 2,500,000
恵泉会からの使途指定分1,000,000円

同窓会からの使途指定分1,500,000円

国際交流・英語教育プログラムのために 500,000 500,000

恵泉地域言語活動研究会のために 200,000 200,000 東京ゾンタⅡからの使途指定分200,000円

障がい学生支援のために 250,000 250,000

生涯就業力教育のために 2,000,000 2,000,000

多摩キャンパス整備のために 3,000,000 3,000,000 恵泉会　食堂運営費補助　他

蓼科ガーデンのために 0 85,000 指定寄付

小　　　　　　計 7,950,000 8,535,000

中高 中高園芸教育のために 500,000 500,000

奨学金のために 2,500,000 3,000,000
恵泉会からの使途指定分1,000,000円
同窓会からの使途指定分2,000,000円

芸術活動のために 1,000,000 1,000,000 課外活動補助

国際交流プログラムのために 500,000 500,000 海外研修補助

ICT教育推進のために 1,500,000 1,500,000

校舎冷房設備更新のために 2,000,000 2,000,000

小　　　　　　計 8,000,000 8,500,000

法人 学園史料室のために 1,000,000 1,000,000

花と平和のミュージアムのために 1,000,000 1,000,000

奨学金（河井奨学基金）のために 0 210,000 指定寄付

小　　　　　　計 2,000,000 2,210,000

17,950,000 19,245,000

(2021年3月31日現在）

　2020年度収入 14,689,115

　2020年度支出 19,245,000

　2020年度過不足 -4,555,885

2020度恵泉フェロシップ募金テーマと配分額について

合　　　　　　　　　計
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（７）補助金の状況 

 補助金の状況は以下のとおりである。  

 

 

 

  

(単位：千円）

差異

（A)－（B)

国庫 167,152 165,361 1,791

地方公共団体 389,830 403,647 -13,817

東京都私学財団 71,618 72,300 -682

合計 628,600 641,308 -12,708

予算（A) 決算（B)補助金
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（8）財産目録（概要）

 
 

 

15,357,269,438 円
10,734,305,371 円
4,622,964,067 円
1,307,383,730 円

14,049,885,708 円

一 資産
（一） 基本財産 10,734,305,371 円

1 土地 101,865 ㎡ 5,100,148,203 円

世田谷校地 17,740 ㎡ 856,444,411 円
伊勢原校地 20,559 ㎡ 93,317,861 円
多摩校地 30,412 ㎡ 3,132,649,210 円
町田校地 15,898 ㎡ 859,251,511 円
軽井沢校地 4,883 ㎡ 15,572,420 円
蓼科校地 12,358 ㎡ 142,500,000 円
その他 15 ㎡ 412,790 円

2 建物 50,249 ㎡ 3,604,531,802 円

（１） 世田谷校舎他 21,793 ㎡ 2,074,253,106 円
（２） 多摩校舎他 19,861 ㎡ 1,234,331,457 円
（３） 伊勢原校舎他 8,122 ㎡ 293,234,690 円
（４） 蓼科研修棟他 473 ㎡ 2,712,549 円

3 図書 244,823 冊 1,015,055,405 円
4 教具・工具・備品 16,388 点 291,169,269 円
5 その他 723,400,692 円

（二） 運用財産 4,622,964,067 円
1 預金、現金 1,648,564,012 円

現金　現金手許有高 5,548,873 円
普通預金 755,786,964 円
当座預金 0 円
定期預金 887,228,175 円

2 積立金 2,719,527,198 円
3 有価証券 187,523,001 円

債券 187,523,000 円
株式 1 円

3 その他 67,349,856 円

総額 15,357,269,438 円

二 負債
1 固定負債 766,017,109 円

（１）長期借入金 55,540,000 円
日本私立学校振興・共済事業団 55,540,000 円

（2）退職給与引当金 710,477,109 円

2 流動負債 541,366,621 円

（１）短期借入金 111,090,000 円
（２）前受金 279,190,000 円
（３）未払金 28,154,035 円
（４）その他 122,932,586 円

総額 1,307,383,730 円

正味資産（資産総額-負債総額） 14,049,885,708 円

財　産　目　録
2021年3月31日

区分 金額

Ⅱ　負債総額
Ⅲ　正味財産

Ⅰ　資産総額
   内　　　（一）　基本財産
　　　　　　（二）　運用財産
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４．監事による監査報告書  
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※補足  学校法人の計算書類 

資金収支計算書 

資金収支計算書は、①当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容、②当該会計年度

における支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の収入及び支出のてん末、を明ら

かにすることを目的として作成しています。 

資金収入 

学生生徒等納付金収入 授業料等、学生生徒に対する教育サービスの対価として徴収したものです。 

手数料収入  学校が用役を提供した対価として徴収する料金です。 

寄付金収入  学校法人が寄付金として収受したものです。 

補助金収入  国、地方公共団体及びこれに準ずる団体から交付される補助金です。 

資産売却収入  学校法人が持っている固定資産を売却したときに発生する収入です。 

付随事業・収益事業収入 学校法人の付帯事業で発生する、受託研究や収益事業で得られる収入です。 

受取利息・配当金収入 基金の運用によって得られた収入や、その他の預金、貸付金等の利息、金融商品の運用

利息・配当などの収入です。 

雑収入 上記以外の収入で学校法人の負債とならない収入です。主に退職金財団交付金や学校の

施設貸出の使用料等です。 

借入金収入  借入金、学校債による収入です。 

前受金収入 当該会計年度に収受した収入が、翌会計年度以後の諸活動に対応するもので、主に翌年

度入学する学生生徒の入学金等です。 

その他の収入 上記の収入科目に含まれない収入で、資産・負債科目の増減をもたらすものです。主に

特定資産の取り崩しによる収入、預り金収入等です。 

資金収入調整勘定 当年度の諸活動に対応する収入ですが、資金の収入が当年度中に行われず、前年度また

は翌年度に行われる収入項目に対応する勘定です。 

資金支出 

人件費支出  学校法人との雇用契約に基づく教職員等への支出です。 

教育研究経費支出 教育研究に直接要する経費です。 

管理経費  教育研究のための間接的な経費または教育研究に関係しない経費です。 

借入金等利息支出 借入金及び学校債に係る利息支出です。 

借入金等返済支出 借入金及び学校債に対する元本部分の返済による支出です。 

施設関係支出 学校法人が使用する土地、建物、構築物等、施設を取得するための支出です。 

設備関係支出  学校法人が使用する備品、図書、車両等、設備を取得するための支出です。 

資産運用支出  学校法人の資金運用目的による支出です。 

その他の支出  上記支出項目には含まれない支出です。 

資金支出調整勘定 当年度の諸活動に対応する支出ですが、資金の支出が当年度中に行われず、前年度また

は翌年度に行われる支出項目に対応する勘定です。 

 

事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書は、事業活動収入（当該会計年度の学校法人の負債とならない収入）及び事業活動

支出（当該会計年度において消費する資産の取得価額及び当該会計年度における用役の対価）を、教育

活動、教育活動以外の経常的な活動、特別収支の３つに区分し、それぞれ区分ごとの収支差額を求める

ことにより、諸活動ごとの収支の内容を明らかにするとともに、当該会計年度において基本金に組み入

れる額を控除した当該会計年度の諸活動に対応する全ての事業活動収入及び事業活動支出の均衡の状

態を明らかにすることを目的として作成しています。 

教育活動収支 

経常的な事業活動のうち、教育活動外収支に係る収入及び支出を除いたものです。 
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収入 

学生生徒等納付金 資金収支計算書に原則準じます（以下記載のない勘定科目は同様） 

手数料 

寄付金 資金収支計算書の寄付金収入から、施設設備寄付金を除き、また現物寄付を加えたもの

です。 

経常費等補助金 資金収支計算書の補助金収入から、施設設備補助金を除いたものです。 

付随事業収入 資金収支計算書の付随事業・収益事業収入から、収益事業収入を除いたものです。 

雑収入 

支出 

人件費 資金収支計算書の人件費支出から、退職金支出を除き、新たに当会計年度発生した退職

債務及び退職費用を加えたものです。 

教育研究経費 資金収支計算書の教育研究経費支出に、当会計年度の教育に係る固定資産の減価償却額

を加えたものです。 

管理経費 資金収支計算書の管理経費支出に、当会計年度の上記以外の固定資産の減価償却額を加

えたものです。 

徴収不能額等 未収入金や貸付金に対し、当年度において回収不能と判断した額及び将来の回収不能に

備えて引当金に繰り入れた額です。 

教育活動外収支 

経常的な収支のうち、財務活動（資金調達・資金運用）及び収益事業にかかる活動です。 

収入 

受取利息・配当金 

その他の教育活動外収入 主に収益事業収入です。 

支出 

借入金等利息 

その他の教育活動外支出 

経常収支差額 教育活動収支と教育活動外収支を合わせたものです。 

特別収支 

特殊な要因によって一時的に発生した臨時的なものです。 

収入 

資産売却差額  固定資産の売却額が、当該資産の帳簿残高を超える場合のその超過額です。 

その他の特別収入 施設設備のための寄付金・補助金や、過年度の収支を修正する収入です。 

支出 

資産処分差額 資産の帳簿残高が当該資産の売却額を超える場合のその超過額、及び除却損、廃棄損で

す。 

その他の特別支出 災害損失や過年度の収支を修正する支出です。 

基本金組入前当年度収支差額 経常収支差額と特別収支を合わせたものです。 

基本金組入額 

学校法人が当該会計年度に取得した固定資産の価額から除却した固定資産の取得額を除いたもの、

及び学校法人がその諸活動の継続的な維持のために保持すべき金融資産として当該会計年度に組み

入れた額です。 

当年度収支差額 

基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を除いたものです。 

 

貸借対照表 

貸借対照表は、当該会計年度末時点における資産、負債、純資産（基本金、繰越収支差額）の状態を表

示し、財政状態を明らかにすることを目的として作成しています。 
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資産の部 

固定資産 年度末後、１年を超えて使用される資産で、有形固定資産、特定資産、その他の固定資

産に分類されます。 

有形固定資産  土地、建物、備品、図書等です。 

特定資産  使途が特定された預貯金、有価証券等です。 

その他の固定資産 特定資産に該当しない無形固定資産です。 

流動資産  換金性が高く、通常１年以内に資金化しうる資産です。 

負債の部 

固定負債  通常会計年度末から１年を超えて返済期限がおとずれる負債です。 

流動負債 返済期限が会計年度末から１年以内に到来する負債や、翌年度に入学する学生生徒の入

学金等を受け入れた前受金等です。 

純資産の部 

基本金 学校法人が設立され、その教育活動を安定的・永続的に営み、発展させていくための財

産的基盤です。 

繰越収支差額  各会計年度の事業収支に基本金の取引を加えた額の累計です。 
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